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むつ市議会第１９４回定例会会議録 第５号

平成１９年１２月１８日（火曜日）午前１０時開議議事日程 第５号

◎諸般の報告

【一般質問】

第１ 一般質問（市政一般に対する質問）

（１）２番 澤 藤 一 雄 議員

（２）22番 浅 利 竹二郎 議員

【条例制定請求代表者の意見、議案質疑】

第２ 議案第103号 むつ市本庁舎の位置の変更についての賛否を問う住民投票条例

本日の会議に付した事件

議事日程に同じ
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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（村中徹也） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は26人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

〇議長（村中徹也） 議事に入る前に、諸般の報告

を行います。

まず、12月13日の一般質問中の鎌田ちよ子議員

の発言に対する議事進行については、12月14日の

本会議終了後に開催されました議会運営委員会に

おいて、発言については問題はないと決定をいた

しました。また、議員各位には今後誤解を生じな

いよう発言には慎重を期していただくことと決定

いたしました。

次に、12月14日、本会議終了後の議会運営委員

会において、議員27名から提出がありました道路

特定財源の確保及び地方配分の拡充を求める意見

書及び議員20名から提出がありました後期高齢者

医療制度の実施の凍結と制度の全面的な見直しを

求める意見書については、12月21日の本会議に議

員提出議案として上程することが決定しておりま

すので、ご報告いたします。

次に、各常任委員会の所管事務継続審査につい

て、各常任委員長から閉会中継続審査申出書が提

出されており、12月21日の本会議に議題とするこ

とが12月14日、本会議終了後の議会運営委員会に

、 。おいて決定しておりますので ご報告いたします

以上で諸般の報告を終わります。

〇議長（村中徹也） 本日の会議は議事日程第５号

により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（村中徹也） 日程第１ 一般質問を行いま

す。

本日は、澤藤一雄議員、浅利竹二郎議員の一般

質問を行います。

◎澤藤一雄議員

〇議長（村中徹也） まず、澤藤一雄議員の登壇を

求めます。２番澤藤一雄議員。

（２番 澤藤一雄議員登壇）

〇２番（澤藤一雄） おはようございます。大畑町

選出の澤藤でございます。９月30日のむつ市議会

選挙において、市民の皆さんの大きなご支援をい

ただいて大畑町からの貴重な議席を与えていただ

きました。市民の負託におこたえしなければとい

う責任の重大さに身の引き締まる思いでありま

す。

地方自治体は、自らの生存と福祉の向上を願う

一人一人の個人が参加して市長を選び、職員を雇

い、議員に監視させるという文字どおり市民が自

らおさめる仕組みであります。市民を代表する市

長と議会が相互の抑制と均衡によって緊張感のあ

るパートナーシップを構築しなければなりませ

ん。私たち議会は、市長に対してしばしば行財政

改革、行政の効率化を求めてまいりました。しか

し、地方分権、財政逼迫の現状を踏まえるとき、

私たち議会もまた謙虚な姿勢で常に自らを改革し

ていくべきと思うのであります。

喫煙による健康被害が広く認識されてまいりま

した昨今、議員皆様のご理解のもと、議会におい

ても市役所内での分煙が実現しました。まことに

喜ばしいことでありますが、非常に残念なのは、
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議長選挙をめぐる不祥事で市民の皆様方に多大な

るご心配、ご批判をいただいていることでありま

す。今後は、議長選挙に立候補制を取り入れ、立

会演説を行うなど、議員皆様方とともに開かれた

。 、議会を目指していかなければならない さらには

議員定数の削減や選挙区の見直しなど、待ったな

しの改革が求められていると思うのは、私一人で

ないと思うものであります。

今むつ下北、そして青森県を取り巻く状況は、

首都圏との間で経済格差が拡大する一方でありま

す。いざなぎ景気を超えたと言われるこのたびの

好景気も、原油高による諸物価の値上がりととも

にいよいよ後退局面に入ってきたと言われます。

、 、しからば この至上最長の好景気が我がむつ下北

そして青森県において一度でも実感できたことが

あったでありましょうか。好景気は実感できなく

ても不景気は真っ先かつ確実に押し寄せるのであ

ります。ただでさえ厳しい経営を強いられている

漁業や農林業、そして中小企業に携わる方々、さ

らには３万円か４万円の年金で暮らすお年寄りの

世帯、石油高騰のこの冬をどうやって乗り切るの

か、途方に暮れているのが実態であります。この

件については、政府与党も対策を考えておられる

ようでありますが、ぜひとも実効性のあるものに

していただきたい、こう願うばかりであります。

ことしは、ワーキングプアという言葉がはやり

ました。働いても働いても収入が少なく、生活が

苦しい状態を意味するのだそうであります。今、

日本の中で生活保護世帯が80％を超える地域があ

るそうです。日雇い労働者の多いまちだそうであ

。 。 、ります 当たり前の話 今現在30歳前後の若者は

就職難民と言われた世代であります。臨時やパー

ト従業員など社会保険も年金もないこの職業と収

入が不安定な世代が、もちろん結婚もできないた

めに子供のいない人たちがこのまま高齢者になっ

、 、たとき そして中途で病気や障害者になったとき

生活保護の対象になるのは当然の結果と言わざる

を得ないのであります。

こうした中、国の借金が1,200兆円、青森県の

借金が1.5兆円で、これを合わせると青森県は１

人当たり1,000万円の借金だそうであります。我

が家は４人家族ですから、4,000万円の借金であ

ります。

まず、財政の健全化についてでありますが、こ

の件については、何人かの同僚議員の質問があり

ましたので、詳しくは申し上げませんが、むつ市

の財政が非常に厳しいことはマスコミの報道でも

取り上げられて、市民の皆さんが非常に心配して

いますので、次の５点について答弁を求めます。

１、赤字解消計画では、平成23年度で完了する

としているが、この目標を達成できるのか。

２、用地造成特別会計の赤字解消策はどのよう

に考えておられるのか。

３、政府は、平成20年度決算から地方自治体財

政再生法を適用するとしているが、早期健全化団

体転落は回避できるのか。

４、各一部事務組合への出資金、負担金は規定

どおり支出できているのか。

５、下北医療センターの累積赤字の当市負担分

は幾らなのか、お尋ねをいたします。

次は、観光対策についてでありますが、むつ下

北は豊かな自然と温泉に恵まれ、薬研温泉にも春

の新緑、秋の紅葉と多くの観光客が訪れます。多

くのツアーは、川内から恐山、薬研を見て、大間

でマグロを食べて下風呂に泊まるという予定で計

画されるといいます。旅の楽しみは、見る、食べ

る、遊ぶ、これを「るるぶ」と言うのだそうです

が、さしずめむつ市に来るツアーは見るだけが多

いのかなと思うのであります。この件に関しまし

ては、観光産業に携わる皆様方には、観光客に、

また食べたいと思っていただけるような料理やお

もてなしにご尽力をお願いしたいと思うのであり
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ます。

ことしは、市長初め関係者のご尽力により奥薬

研に足湯が完成してにぎわいを見せておりまし

た。行政としては観光産業の皆さんのご努力にお

手伝いをする、そして観光施設の整備や観光地と

しての魅力を引き出す施設を構築すべきものと認

識をいたしております。

第１点目の薬研地区の観光スポットの案内板や

説明板についてでありますが、関係者の話では、

レストハウスの入り口に気がつかないで通り過ぎ

る観光客もいるといいます。私は、自然ボランテ

ィアガイドをさせていただいておりますが、その

ことで感じるのは、せっかくおいでになった観光

客も豊かな自然を、ただ何となく見て通り過ぎる

だけではないかということであります。大滝やう

ぐい滝、釜滝のほか、遊歩道の沿線には名前のな

い滝もあります。無名の滝には、名称を広く募集

して命名するほか、春には沿線でミズバショウや

カタクリなど山野草の群落、秋には橋の上からサ

ケの産卵が見られるスポットなど、さらには戦後

国有林事業が盛んなころに営林署施設に電気を供

給するために設置された歴史遺産とも言える水力

発電所の建物に看板や説明板を設置して観光資源

としての価値を高めるべきではないか。そのこと

で、春においでになった方は、秋になったらサケ

、 、の産卵を見に行きたい 秋においでになった方は

春の山野草を見に行きたいと思っていただけるの

ではないか。

第２点目は、錦橋の修理のために２年間閉鎖し

ているキャンプ場の管理についてでありますが、

管理棟など建物の状況はどうなっているのか、盛

り土によって枯死した立木はどのような状況か、

その対策はどのように考えているのか。裸地に生

えた実生の稚樹等の対策はどうするのかについて

お伺いいたします。

次は、限界集落対策についてでありますが、こ

の問題については以前にも取り上げましたが、限

界集落という定義が一般的になる以前の昨年３月

定例会でも、かつては山車の運行や神楽の門打も

あった祭りの担い手たちも、仕事を求めて首都圏

に出ていき、高齢化率が50％を超えた木野部集落

で、３万円か４万円の年金で生活するひとり暮ら

しの高齢者がだれとも言葉を交わさず、テレビを

見て一日を過ごし、冬には雪に阻まれて病院に行

くためのバスにも乗れないという実態を杉山前市

。 、長と議論をさせていただきました 杉山前市長は

財政が厳しいことで具体的集落再生の対策をお示

しできずに悔しい思いだ、元気のある方が知恵を

出して呼びかけてくださればと思いますと答弁さ

れました。しかし、この状況は放置できる問題で

はありません。いつあらわれるか全く当てになら

ない元気な方を待っていられる問題ではないので

あります。

行政は、勝ち組の応援団でなくてもいい、しか

し弱い立場にある地域や市民に対しては常にレス

キュー隊でなければならないと思うのでありま

す。

第１点目の集落の活性化についてであります

が、限界集落問題を抱える市町村が集う全国水源

の里連絡協議会に参加したのか。産業、文化、生

活への集落以外の人のかかわりと公共施設の活用

策等、集落の再生、活性化の方策はどのように考

えているのか。

第２点目の命と健康を守るため、路線バスを利

用できない方の通院バス導入についてであります

が、昨年３月の質問の前に木野部町内会長、下北

交通の専務さん、運転手の皆さんと実際に大型バ

。 、スを走らせて実証検証をいたしました その結果

大型バスでは無理だとの結論に達しましたが、杉

山前市長は、バスの小型化や路線の変更を下北交

通と協議する、大型の乗用車を活用することやデ

ィマンドバスの導入についても言及されました。
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これがどうなったのか。先進地での事例では、い

ろいろな形で成果が上がっているようでありま

す。

以上、簡潔で前向きな答弁をお願いいたしまし

て、壇上からの質問といたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 澤藤一雄議員にお答えをい

たします。

まず、財政の健全化についてのご質問にお答え

いたします。赤字解消計画は平成23年度で達成で

きるのかとのご質問でありますが、赤字解消計画

については、これまでもお答えしてまいりました

が、平成20年度以降は徐々に赤字額を減少させ、

平成23年度には赤字解消が達成できるものと考え

ております。もちろん計画達成のためには電源立

地地域対策交付金の一般財源化や一層の行財政改

革による経費の節減が前提であり、赤字解消計画

を確実に実行していくことが不可欠であることは

申し上げるまでもありません。

次に、２点目の用地造成事業会計の赤字解消策

につきましては、公営企業管理者がお答えいたし

ます。

３点目の早期健全化団体転落は回避できるのか

とのご質問でありますが、財政健全化法では、４

つの指標を定義しておりまして、この指標が一つ

でも政令で定める早期健全化基準以上の場合に

は、年度末までに早期健全化計画を議会の議決を

、 、経て定め 速やかに公表しなければなりませんし

外部監査も義務づけられることとなります。現在

、 、のところ 早期健全化のそれぞれの基準について

詳細部分が発表されておりませんので、お答えす

、 、ることはできませんが いずれにいたしましても

赤字解消計画を確実に実行していくことが、結果

的には財政健全化団体並びに再生団体を回避する

ことにつながるものと考えておりますので、ご理

解賜りたいと存じます。

４点目の各一部事務組合への出資金、負担金は

規定どおり支出できているのかとのご質問にお答

えいたします。一部事務組合は、下北地域広域行

政事務組合と下北医療センターの２組合がありま

すが、下北地域広域行政事務組合はし尿処理施設

の管理運営を加えた構成８市町村の負担割合に基

、 、づき むつ市も規定どおり負担しておりますので

議員ご承知のとおり、赤字決算とはなっておりま

せん。

また、下北医療センターに関しましても、地方

公営企業繰出金の基本的考え方に基づき、これま

でに協議を重ねながら負担してきたところであ

り、その一部については、地方交付税の財政措置

がされております。

次に、５点目の下北医療センターの累積赤字の

当市負担分は幾らかとのご質問でありますが、下

北医療センターの不良債務のうちむつ総合病院、

大畑診療所、川内病院、脇野沢診療所、むつリハ

ビリテーション病院に係る不良債務は、平成18年

度末で約64億3,500万円と非常に多額となってお

ります。川端一義議員のご質問にお答えいたしま

したが、現在むつ総合病院は平成20年度に不良債

務を解消するために第五次病院事業経営健全化計

、 、画に懸命に取り組んでおり 一般会計においても

この計画に基づき繰り出し基準以外の負担を行っ

ているところであります。むつ総合病院以外の医

療施設においても、経営健全化計画の実効性をま

ず確保することが必要であり、そのうえでむつ総

合病院における第五次病院事業経営健全化計画の

ように、繰り出し基準以外の不良債務解消のため

の一般会計の負担を協議していかなければならな

いものであり、現在のところ下北医療センターの

累積赤字の当市負担分は不確定であります。

むつ総合病院以外の大畑診療所、川内病院、脇

野沢診療所、むつリハビリテーション病院の不良
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債務解消については、むつ総合病院の第五次病院

事業経営健全化計画の終了後、平成21年度から取

り組んでまいりますので、ご理解を賜りたいと存

じます。

次に、観光対策についてのご質問にお答えいた

します。ご質問の１点目、薬研地区の観光スポッ

トに案内看板、説明看板を新たに設置すべきでは

ないかとのご提言についてでありますが、ご指摘

の地域は、薬研橋から奥薬研までの県道むつ恐山

公園大畑線沿い延長約4.6キロメートルで、沿道

沿いにはヒバ及びブナ林と大畑川が織りなす薬研

渓谷が面しており、自然的、歴史的な観光スポッ

トが多く点在する地域でございます。

ご承知のとおり薬研は、第１種特別地域と国民

保養温泉地に指定され、下北半島国定公園の名勝

地としても全国的に知られ、平成18年の青森県観

光統計によりますと、薬研には約29万人の観光客

が訪れております。

地域の案内看板は、県が設置した薬研橋駐車帯

及び奥薬研、湯の股橋付近の２カ所と市が設置し

ている紅葉橋駐車帯及び薬研園地敷前の２カ所、

計４カ所に設置されており、看板には地域の観光

スポットの位置を広範囲に明示するとともに、そ

の説明をも兼用しているものであります。議員ご

指摘の案内看板の設置は、各観光スポットの再確

認をしながら、不足していると思われる看板等の

設置について検討してまいりたいと考えておりま

す。

ご質問の２点目、薬研キャンプ場の管理状況に

ついてお答えいたします。薬研野営場は、毎年４

月から11月までの期間、下北森林管理署との野営

場運営委託契約に基づいて開設している施設であ

ります。平成18年に野営場の入り口となる錦橋の

橋脚に亀裂が発見され、橋の管理者である下北森

林管理署が安全確保のため通行を禁止したことに

より２年間野営場は開設されておりませんが、下

北森林管理署において本年度中に橋をかけかえす

るための工事が発注され、平成20年度には開設の

めども立ってございます。開設してはいないもの

の、施設等の維持管理のために定期的に点検して

おり、ことし秋の観光シーズン前には緑地帯の草

刈りも行っております。

施設の状況につきましては、ごみ小屋外壁の一

部が破損しており、補修をしなければなりません

が、管理棟を初め炊事棟、公衆トイレ等は、平成

14年度に大規模な修繕がなされていたことなどか

ら、これといった大きな損傷及び外壁塗装の色落

ち等もなく、良好であります。

野営場散策路に架設されている損傷の激しい木

の橋のかけかえやテントサイトで枯れている樹木

、 、の伐採処理については 下北森林管理署と連携し

現地調査を行い、対策を講じてまいりたいと考え

ております。また、緑地帯につきましても、適切

な管理に努めてまいりたいと考えておりますの

で、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の３点目、限界集落対策について

お答えいたします。まず、全国水源の里連絡協議

会に加入したのかとのご質問でありますが、議員

ご発言のように、この協議会の設立は京都府の綾

部市が平成18年12月に65歳以上の高齢者が半数を

超え、社会的共同生活の維持が困難な状態に置か

れている集落、いわゆる限界集落のうち消滅の危

機にある最も厳しい５つの集落について、これら

の集落が河川上流の山間部に位置することから、

水源の里として位置づけ、定住対策などを講じる

ため、水源の里条例を制定したことが発端となっ

ております。その後本年10月に同市などが開催し

た全国水源の里シンポジウムにおいて、同様の限

界集落問題を抱える全国の自治体に対し参画を呼

びかける決議がなされたことを受け、先般11月

30日、全国水源の里連絡協議会の設立総会が開催

されたものであります。青森県からは、西目屋村
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が参画したようでありますが、本市といたしまし

ては、設立当初の位置づけが水源の里といった河

川の上流にある山間地域の限界集落を対象とした

ものでありましたことから、参画はいたしており

ません。

次に、集落の再生、活性化の方策についてであ

りますが、昨年３月のむつ市議会第187回定例会

における澤藤議員の一般質問に対する答弁とし

て、過疎集落、限界集落に対する支援は木野部集

落に限らず市全体の課題として取り組んでいかな

ければならない重要な課題であるとお答えしてお

ります。

限界集落の問題は、過疎地域が抱える地理的な

ハンディキャップや地場産業の衰退、雇用問題等

から人口減少につながっていったことにあると一

般的に言われておりますし、これに対して現実的

には特効薬となるような施策を見出すことは難し

い状況であり、じっくりと模索を続けていかなけ

ればならないものと考えているところでありま

す。

先般国は、地方再生戦略として、再生の必要な

地域を３つに分類して、それぞれに合った支援を

行う考えを示しており、また今年度におきまして

は、地方再生モデルプロジェクトとして、緊急雇

用対策が実施されており、ご承知のように、青森

市と下北地域がその対象地域として指定されてお

ります。

この地方再生モデルプロジェクトにおいて、下

北地域では、主に新幹線七戸駅の開業を見据えた

道路整備などのハード面と下北かるたと下北ブラ

ンド認証品の重点ＰＲ作戦の展開、下北地域魅力

再発見セミナーの開催、冬期観光ツアーの実証実

験及び首都圏の大学と連携した首都圏の若者との

交流推進調査などのソフト事業が県によって計画

され、そのうちソフト事業については、年度内に

事業が実施されることとなっております。

綾部市の水源の里の取り組みについて、一例を

挙げさせていただきますと、あくの強いトチの実

を利用したトチもちなどの特産品を開発するに当

たって、地域ならではの技術とノウハウを生かし

、 、ながら商品開発を進めたことが 頑張ってみよう

やってみようという気持ちに変わり、地域に誇り

と愛着が持てるようになったということが住民の

声として言われております。これが魅力となり、

定住支援や二地域居住環境の整備などのさまざま

な支援策と相まって、住み続けたい、または移住

したいということにつながっていくのかどうか、

まだ結果は出ていませんが、当市においても大変

参考になる事例ではないかと思っております。そ

のためにも、今私が重視しております広報広聴機

能の充実を図り、地域の声を的確に拾い、ともに

議論を重ねていくことで地域に見合った取り組み

が可能となるのではないかと考えております。

次に、通院を含めた路線バスの利用についてで

ありますが、木野部地区におきましては、バイパ

スに２カ所バス停があり、交通の空白地帯と解す

るのは難しいものと思われます。実際の利用者の

ことを考えますと、坂道の歩行や交通量の激しい

バイパスを横切るのは、お年を召した方には大変

危険であるとの認識を持っております。現在市で

は、地域の公共交通について、事業者と利用者、

それに行政が加わって、よりよい路線、移送手段

を協議するための組織、地域公共交通会議を立ち

上げる準備を進めております。鳥取県倉吉市など

では、路線バスまで遠い移動制約者を対象とした

ＮＰＯなどによる運送が許可を受けているという

事例もあるようでありますので、類似の事例を参

照、研究しつつ、地域公共交通会議の場などで地

域に合った方策を検討する余地はあろうかと考え

ておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（村中徹也） 公営企業管理者。

（杉山重一公営企業管理者登壇）
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〇公営企業管理者（杉山重一） 澤藤議員ご質問の

財政の健全化についてのご質問の中の２点目の公

営企業局が所管しております用地造成事業会計の

赤字解消策についてお答えをいたします。

本会計は、昭和36年12月に事業を開始し、翌年

の昭和37年４月に地方公営企業法を適用して公共

用地の取得、造成及び売却を初め、市民への低廉

かつ良質な住宅地の供給を目的に市内の各地域を

開発してまいりました。しかし、昭和50年代後半

から宅地の売却不振と借入金に係る利息の増加が

重なり、経営が悪化し、平成８年12月開会の定例

会の全員協議会において用地造成事業会計の現状

と改善策について説明をし、平成９年３月開会の

定例会において、新たな事業経営の方向を示すべ

くむつ市用地造成事業に地方公営企業法の全部を

適用する条例を廃止する条例の御議決をいただ

き、平成９年度から地方公営企業法の非適用事業

として再スタートし、現在に至っております。

この会計の新たな事業経営の基本的な目的は、

保有土地を処分しながら業務を清算し、会計の閉

鎖を図るというものでありますが、これまでの決

算の状況から、清算にはかなりの期間を要するも

のと判断しております。ちなみに、平成９年度決

算では、約15億5,100万円の赤字額を計上してお

り 平成18年度決算の見込みでは 約14億4,200万、 、

円の赤字額となりまして、この９カ年で約１億

900万円の赤字を解消しております。

今後もこの赤字額をいかに縮小させ、一般会計

に移行するかが赤字解消策の最も重要な課題とな

るものでありますが、それには第一に保有土地の

早期処分が不可欠であります。保有土地の現在の

帳簿価格につきましては、約８億円と試算してお

ります。販売に当たりましては、立地条件により

まして、一般分譲地、商工流通施設用地、都市計

画街路用地、福祉関係施設用地などに位置づけ、

関係機関に働きかけながら販売促進してまいりた

いと思います。

長引く景気低迷の中、保有土地の処分につきま

しては苦慮している現状でありますことをご理解

いただきたいと存じます。

〇議長（村中徹也） ２番。

〇２番（澤藤一雄） 今ご答弁をいただきまして、

まず財政の問題でございますが、夕張市が財政再

建団体になって、そして今いろんな苦労をしてい

るわけですけれども、その中でやはり議員定数を

９人にする、そして職員の数が半減してしまった

と。非常に業務に支障を来しているというような

状況もあるようでございます。その原因が給料の

30％削減というようなことで、行政の側も議会の

側も、随分身を削ってやらなければならない。そ

してまた、最近では市役所の庁舎も売却をして、

それを借り直して使うのだというような方針も持

っておるようでございます。一般家庭では当然の

ことであります。家の借金が払えなくなって、そ

れを売却して借家に移るというのは、ごく普通の

現象であります。

市長は、さきの質問に対する答弁の中で、既に

早期健全化団体になった気持ちで取り組んでいく

というような答弁をされましたけれども、私はも

っと具体的に、気持ちだけではなくて、具体的に

対策を既に始めなければならない。と申しますの

も、国が今後、先ほど申しましたように１人当た

り1,000万円の借金を抱える国、自治体のこの借

金に対して、国が増税を含むいろいろな対策を講

じています。その中に当然公共事業の削減や、そ

して自治体への地方交付税をずっと減額してきた

。 。わけです この路線がとまるとは思えないのです

そうした中で原発頼みの電源立地地域対策交付金

等の、そうしたお金を当てにして、気持ちだけで

済むのかどうかということをまずご答弁をお願い

します。

〇議長（村中徹也） 市長。
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〇市長（宮下順一郎） 気持ちだけでは済まないと

いう思いでございます。しかしながら、まず基本

的に気持ちをその気持ちで持っていかなければい

けない。そのためには、では具体的にどんなこと

が考えられるのかというふうなことでありますけ

れども、今団塊世代の方々が非常に多く退職をし

ております。例えば20人退職したから20人採用と

いうことではなくて、やはりその財政状況、小さ

な政府をつくらなければいけない。そして、最少

の経費で最大の効果、サービスをしていかなけれ

ばいけない。そういうことから、一部退職者の不

補充等々かなり厳しい形で実施しているところで

あります。

さらにまた、１人当たり1,000万円の借金とい

うお考え、お示し、また数字としてそれは公表も

されております。しかしながら、この1,000万円

の借金という、単に借金というふうな考え方では

なくて、やはりこれは財産として公共の建物、ま

た道路の整備と、そういうものもありますので、

これは一つの世代だけの負担ではなくて、後世代

の負担というふうな、均等してその負担をしてい

くという考え方も必要なのではないかなと、こう

いう思いをしているところであります。

気持ちだけではなく、具体的な形で新年度予算

に向かって今懸命に組み立てをしているところで

ありますので、ご理解を賜りたいと思います。

〇議長（村中徹也） ２番。

（ ） 、 、〇２番 澤藤一雄 借金 その財政赤字について

あるいは今いろいろ公共投資をしていることにつ

いて後世代の負担をと、こう言われたわけですけ

れども、後の世代というのは非常に人口減少が進

んでいって、いわゆる収入を得る世代の人口が減

っていくわけです。そういう中で、本当に今のこ

の赤字の状態が後世代が負担できるのかという大

きな心配があるわけです。

そして、国も今地方交付税を減らす、あるいは

公共事業を減らすというような対応をしているわ

けですけれども、そして増税もしなければならな

いというようなことを言っているわけです。そう

したときに市長は、職員の団塊の世代の退職によ

って一部不補充をするのだと、それによって大き

な削減効果があるのだとおっしゃいますけれど

、 、も やはり一番先に国は地方にしわ寄せをよこす

そして福祉対策、医療費を削る、それが今の医師

不足につながってきているわけです。地方自治体

としては、やはり末端の方々に対するいろんな行

政サービスの低下をする前に、もっと行政体がス

リム化、もっと努力するべきでないかというよう

に私思うのであります。ご答弁をお願いします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 国のあり方、地方に対して

のあり方、私も非常にこれは疑問を持っていると

ころであります。しかしながら、やはり国全体が

今人口減少の中で縮んできているわけでございま

す。経済も、そして人口も。そういう意味からし

て、やはり地方へのしわ寄せ、これは私ども議会

ともども、首長ともども、これは力を合わせて国

に訴えるべくところは訴えていって、そして地方

交付税の削減、これはもとより、我々にとっては

自主財源のないものであります。ない地方にとっ

ては、しっかりとこれを訴えていかなければいけ

ない。

ただし、一方むつ市においては、将来中間貯蔵

施設という形で恒久的な財源を確保できる、そう

いうものもあります。そういうふうな形で、一方

では国に対し強く働きかけ、一方では自主財源を

確保するという手法をとりつつ、そこには計画的

に、効率的に、そして身の丈に合ったこの行財政

運営が私は必要であると、このように認識してお

ります。

〇議長（村中徹也） ２番。

〇２番（澤藤一雄） なかなか難しい問題でありま
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して、いろんな意見があるのだろうと思います。

しかし、まず恒久的な財源があるのだとおっしゃ

います。そうでしょう。ですから、国のこの地方

に対する交付税が減ってくるというような見通し

をさらに厳しく持って、入ってくるもの、それか

ら出ていくもの、こうしたものをやはりちゃんと

コントロールしながら赤字縮小に私は努めていか

なければならないと思っております。

いま一つ、用地造成事業会計の問題についてで

ございますが、さきの議会の答弁によりますと、

この完済には100年かかるというような答弁もあ

ったわけです。当然その元金に利子がついてとい

うようなことになるわけで、非常に大きな負担で

あるわけです。ですから、庁舎のために15億円い

ただきました。それで、これは何の見返りもなく

お金をいただいたわけですよね。だけれども、こ

の塩漬けの土地、これを電源関係の会社等に買っ

ていただくという選択肢はないのでしょうか。あ

るいはまた、いろんな全国に展開している原燃関

係の企業があるわけですけれども、そうした企業

の結びつきの中で、この土地の購入をいただくと

いう、こういう選択肢を市長、私はとられる必要

があるのではないかと思うのですけれども、ご答

弁をお願いします。

〇議長（村中徹也） 副市長。

〇副市長（田頭 肇） 庁舎移転に協力した電力会

社等へ、そういう不良債務になっている土地の取

得を要請したらどうかということでございます

が、電力会社においても、地域振興については応

分の協力をしたいということでの方針を電源立地

地域では貫いておるようでございます。ただし、

債務とか損失補償についてのそういうたぐいのも

のには基本的に協力はできないという指定でござ

いますので、お願いします。

〇議長（村中徹也） ２番。

（ ） 。〇２番 澤藤一雄 そういう建前だと思うのです

ただ、私が申し上げているのは、そういう選択肢

です。例えば地域振興については、地域ブランド

のその商品を市長のいわゆるトップセールスであ

ちらこちらに売るというような戦略的な動き、そ

ういうものが当然あるわけです。そして、企業誘

致についても、いわゆるトップセールスが必要な

ことはどこの自治体でもやっておられるわけで

す。そういう意味で、ありがたくも、いわゆる全

国に展開している電力関係の会社と親密な関係に

あるわけですから、そういう意味ではいろいろな

つてを求めて、そうした働きかけをしていくとい

う姿勢が私は大事だと思うのです。もう一度、市

長、お願いします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 澤藤議員のご趣旨は、かな

り遊休の土地があるということで、これを積極的

に売却していけということかと思います。私もさ

まざまな場面で関係機関等々にお話をさせていた

だいております。しかしながら、これまでの経緯

を見ますと、企業立地等々も非常に厳しい状況で

あるというふうなことでございます。しかしなが

ら、一縷の望みも捨てず、私はその場面ではお話

をさせていただいております。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） ２番。

〇２番（澤藤一雄） 次に、限界集落の件です。昨

年３月定例会で質問したことを引用しまして、当

時の答弁について若干触れたわけでございますけ

れども、検討すると。今まで検討してこなかった

のですか。質問のしっ放し、答弁のしっ放しでな

くて、いわゆるあちらこちらの総体的に考えてい

くとか、全体的にそうなっていくだろうからその

ときに考えるとかというような話でなくて。以前

の議論の中でも木野部地区が最も高齢化率が高く

て限界集落だというような答弁も前にありまし

た。ですから、まず具体的にその地域にどういう



- 129 -

問題があって、どういう手だてが必要なのか。実

態把握と。病人に例えれば、全く症状の違う患者

に同じ治療するわけないのです。ですから、こう

いう事例が今後たくさん出てくるとすれば、まず

ケーススタディーとしても、この問題にちゃんと

前向きに取り組んでいただきたい。

前の答弁に、既存の施策で対応するというよう

な答弁もありました。だけれども、それによって

カバーできない部分というのはいっぱいあるので

す。この辺の考えをお尋ねします。

〇議長（村中徹也） 企画部長。

〇企画部長（阿部 昇） まず、澤藤議員の前段の

ほうの検討状況ということに限って答弁を申し上

げますが、ここ数年来複数の議員からも地域の活

、 、性化ということに着眼して 特に地域の足の確保

この点につきましては、私どもも重く受けとめて

まいっております。

具体的な検討状況ということでは、例えば青森

県のバス交通等対策協議会、あるいはその傘下の

もとに下北地域分科会というものもありまして、

こういったことの中でバス事業者、あるいは利用

者、行政等が議員おっしゃるような事例をケース

スタディーとして掲げながら検討協議をしてきた

という経過はございます。しかしながら、先ほど

の市長の答弁にもありましたように、この問題は

公共交通の足を確保するという問題に限らず、多

面的で複合的な要素が内在されておりますので、

そういった意味で模索を続けているということで

ご理解いただけるかと思います。私どもは目下議

員ご承知のように、赤字路線からバス事業者の撤

退が全国的に相次いでいる中で、例えば先ほど言

及されましたようなディマンドバスとか、ディマ

ンドタクシー、こういった新たな仕掛けも広がっ

てきていることも承知してはございます。

先進事例を見ますと、高齢の病院通院者等の足

を確保する手段の一つともなっているようではご

ざいますが、システムの維持にＩＴ機能等を取り

。 、込めば取り込むほどコストがかかると 保守管理

あるいは更新料といったものが伴っていくと、そ

ういう嘆きの声も聞こえることも事実でございま

して、現在は先ほどの市長の答弁にもありました

ように、システムの構築を図るうえでは、まずも

って各地域との十分な話し合いを積み上げていく

必要があろうかと、このように思っております。

、 、議員も先ほどおっしゃられましたように 地域

地域での課題というものがそれぞれ性質上異なる

ものがございますので、その辺を地域とじっくり

とまず話し合うことから、先ほどの答弁にもあり

ました地域公共交通会議などを立ち上げるという

準備で今進めております。今年度中にこの会議を

立ち上げる予定でございますので、できますれば

その辺の中で、地域とも、あるいは内部において

も先進の事例を研究しながら進めてまいるという

途上にありますことでご理解をいただきたいと思

います。

〇議長（村中徹也） ２番。

〇２番（澤藤一雄） 検討をするというようなこと

でございますが、ぜひスピード感を持ってやって

いただきたい。一日一日年をとるのです。高齢者

は。特に急激に衰えてまいります。ですから、そ

の辺はよろしくお願いしたいのでございますが、

そこで来年度から下北少年自然の家が下北自然の

家ということで市の管理になります。非常に行政

から隔絶した木野部、赤川地区、今のその限界集

落を含むこの地域が、公共施設、公共機関から、

市の機関から離れているわけで、そこに今度市が

運営する下北自然の家に生まれ変わるわけです。

この地域の高齢化が進んで、非常に活力の減退し

、 、た地域に外部から人が ボランティア団体も含む

あるいは行政もかかわる、そうした団体がその地

域のサポートをしていく、元気を取り戻していく

という仕組みづくりが私は必要なのだろうと思う
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のです。そうしたときに、この下北自然の家の役

割が大きい位置を占めてくるのではないかなと、

こう思うのです。

あそこは、木野部峠を越えて行かなければなら

ない地域で、非常に衰退していく地域だというよ

うなことでありますので、市の施設ができる、そ

こに行政の拠点ができるわけです。そして、そこ

に今度はその集落をサポートするいわゆる元気な

人たちが、そこに拠点を貸していただいて、そこ

でその集落をサポートする組織をつくっていく、

それが一つのあの地域のケーススタディーになる

のではないかなと思うのです。こういう考え方に

ついて、市長のお考えをお伺いします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 下北少年自然の家が下北自

然の家へという形で今定例会に提案をさせていた

だきました。これが４月１日からそのような形に

なりますと、この下北自然の家、各世代の方々の

ご利用がふえてくると。また、これも懸命にＰＲ

をしていかなければいけない。そこにさまざまな

ニーズが生まれてくると思います。その中では、

やはり木野部集落、そして赤川海岸という形でし

ょうか、そういうような形で、より以上の、非常

にこの地域を頼りにするという部分が出てくるの

ではないかなと。

これは教育委員会のほうでこれからさまざまな

プログラム等が構成されて考えられていくわけで

すけれども、例えば私なりに地域の方との元気な

お年寄りとの触れ合いの場面、さらにまたお年寄

り、高齢者の方々の知恵をかりてさまざまな伝統

の行事だとか、それからこれまで蓄えてまいりま

した技術、そういうふうなものを、下北自然の家

の中で利用者と交流を深めていただければと、こ

ういうふうな思いもしております。

また、漁業についてのさまざまなノウハウ、そ

ういう部分も、利用者との交流の中で深めていた

だければ、その集落の元気が幾らかでも取り戻す

ことができるのではないかなと、こういうイメー

ジを持っているところであります。

さらに地元消費、それから雇用というふうなこ

とも、今後将来にわたって指定管理者制度もやは

り考えて視野の中に入れていくという段階では、

その状況も出てくるのではないかなと、こういう

ふうな思いでございます。その意味からして、下

北自然の家が地元の高齢者との交流を深めていく

大きなケーススタディーとして全国的にも発信で

きる場所になってほしいなと、こういう意味も考

えているところでございます。

〇議長（村中徹也） これで、澤藤一雄議員の質問

を終わります。

午前11時10分まで暫時休憩いたします。

午前１１時００分 休憩

午前１１時０９分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎浅利竹二郎議員

〇議長（村中徹也） 次は、浅利竹二郎議員の登壇

を求めます。22番浅利竹二郎議員。

（22番 浅利竹二郎議員登壇）

〇22番（浅利竹二郎） ただいまご指名をいただき

ましたむつ市政クラブの浅利竹二郎でございま

す。まずは、さきに行われましたむつ市議選にお

きまして、市民の代表として再び市政壇上にお送

りくださいましたことに対し、ご支持、ご支援を

賜りました市民の皆様に衷心よりの感謝と御礼を

申し上げます。皆様のご期待に背かぬよう、むつ

市政発展のため、そして市民の幸せを第一義とし

て、誠心誠意努める所存でございますことをお約

束いたします。
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それでは、さきに通告いたしましたとおりの４

項目につき質問を行いまして むつ市議会第194回、

定例会最後の一般質問を務めさせていただきま

す。宮下市長におかれましては、特段のご答弁を

賜りますようお願いいたします。

通告の第１は、むつ市長期総合計画についてで

あります。本計画は、平成19年度から平成28年度

までの10年をスパンとした基本構想と５年をスパ

、 、ンとして前 後期に分けて見直しを図る基本計画

そして３年ごとの計画期間で毎年その都度見直し

を図ることになります実施計画から構成されてお

ります。

この長期総合計画は、平成16年10月に作成され

た新市まちづくり計画を踏襲し、かつ尊重しつつ

今後の本市のまちづくりを総合的及び計画的に推

進するため作成するとの趣旨説明がなされており

ます。そして、基本理念として 「人と自然が輝、

く やすらぎと活力の大地 陸奥の国」とうたっ

ております。宮下市長におかれましては、今年７

月、杉山前市長の急逝を受け、急遽の市長選を戦

い抜かれご当選されましたことはまことにおめで

とうございます。この新市まちづくり計画作成の

過程で宮下市長の思いがいかほど反映できました

でありましょうか。

合併後のまちづくりは、私ども市民にとりまし

ても、むつ市の近未来を形づくる極めて重要で関

心の高い事柄であるだけに、この計画にかける市

長の決意のほどをお伺いいたします。

さて 合併後旧町村でささやかれることは 合、 、「

併はしたけれども、一つもいいことがない」とい

う言葉でございます。もともと自治体単独では人

口の減少、経済の疲弊等から立ち行かないことが

合併促進の理由であり、合併をしたからといって

市民生活が急に改善されるということ自体が夢想

に等しいことでありますけれども、市民に夢と希

望、そしてあすに向かって生きる力を与えること

も為政者としての責務であると考えます。

平成12年に法律第15号として制定されました過

、 、疎地域自立促進特別措置法により川内町 大畑町

そして脇野沢村が過疎地域とみなされ、合併前に

はそれぞれの町村が自立促進計画を作成しており

ました。合併後には、平成17年度から平成21年度

までの５カ年計画で、新市まちづくり計画及び青

森県過疎地域自立促進計画との整合性を図りなが

ら、後期計画としてむつ市過疎地域自立促進計画

が策定されております。

そこでお伺いいたしますが、むつ市過疎地域自

立促進計画にどのような形で旧町村の自立促進計

画を取り入れ、それが長期総合計画にどのように

反映されているのでありましょうか。単に旧町村

作成の計画を移しかえただけでありましょうか。

私の前に質問されました澤藤議員の質問項目に

ありますように、昨今限界集落という言葉がマス

コミに登場しております。言葉の定義につきまし

ては省略いたしますが、いわゆる部落と言われる

集落が消滅の危機に陥っていることの表記であり

ます。合併した３町村には、該当する集落が何カ

所か点在するようでありますが、合併はしたはい

いが、むつ市市部周辺への人口流出に歯どめがか

からず、過疎を促進するようでは合併が単に自治

体内格差を生み出す手段でしかなかったと言われ

てもいたし方ないように考えます。

人間には、生きていくうえで夢や希望が必要で

あります。そして、１人で生きていくことがかな

わぬように、家族や隣人、そして周囲のみんなで

支え合って生きていかなければなりません。終わ

りよければすべてよし、終末に近づきつつある人

生に、生きていてよかったと思う心が芽生えるよ

うな施策を施すことも為政者として絶対に必要で

あります。そのような観点から、むつ市過疎地域

自立促進計画に旧町村が作成した自立促進計画を

どのような枠組みで取り入れ、また長期総合計画
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に反映されているのか、自立促進の施策をお伺い

いたします。

次に、今年６月に成立いたしました国の地方自

治体財政健全化法に規定するとされております財

政再生団体と早期健全化団体のうち破綻一歩手前

の早期健全化団体に当むつ市が取りざたされてお

りますことは、マスコミ等でご承知のことと存じ

ます。赤字の経緯につきまして、現市長に問うこ

とは酷でありますから、将来にわたり早期健全化

団体の可能性があるのかないのか、そしてそのこ

とがむつ市長期総合計画達成の先行きにどのよう

な影響を及ぼすと考えられるかを、一般論として

でのお答えで結構ですから、お伺いいたします。

通告の第２は、大湊地区の整備についてであり

ます。大湊地域からの選出でありますので、この

たびは重点的に大湊地区の整備状況についてお伺

いいたします。

初めに、特定地域振興重要港湾の整備状況につ

。 、 、いてであります 県内では青森港 むつ小川原港

八戸港、そして大湊港の４港が重要港湾の指定を

受けておりましたところ、港内荷役の減少等の理

由により、平成12年５月に大湊港のみが指定から

外されるという事態になりました。その際、県、

市並びに国会議員等が一体となって陳情したこと

が奏功し、新たにむつ下北の防災拠点として特定

地域振興重要港湾という港格の指定を受けた経緯

がございます。現在大湊港の整備ということで岸

壁、港湾道路等の工事が進んでいるようでありま

すが、その内容と完成見込みについてお伺いいた

します。

また、現在の段階での大まかなところで結構で

すから、港湾道路からアクセスするところの計画

はどのようになっているのかもあわせてお伺いい

たします。

次は、国道338号大湊バイパスの整備状況につ

いてであります。現在桜木町からスキー場までの

区間は、おおむね整備が完了しそうな気配と見て

おりますが、その延長上の大湊浜町までの全線開

通の見通しはいかがとなっているのでありましょ

うか。この道路の必要性につきましては、今さら

申し述べることもなかろうかと存じますが、以前

の道路の交通事情調査の結果を見てみますと、大

湊上町の常楽寺というお寺の前の測定値では、日

中の12時間に約１万2,000台の交通量があり 20年、

前の５倍に達しているというデータがありまし

た。朝夕の状態は言うに及ばず、積雪時の歩道が

確保されるまでの間、車道を歩く学童、地域住民

の身の安全が危険にさらされ、そして何よりも災

害時の緊急避難道路としての必要性が強く求めら

れております。

合併の結果、脇野沢、川内は一体となり、以前

にも増して住民の往来は頻繁になっていることで

ありましょうから、交通量も増加の一途と予想さ

れ、現在の交通渋滞の状況になっているわけであ

ります。早急な開通が求められております大湊バ

イパスの整備状況と今後の見通しについてお伺い

いたします。

次は、大湊地区の坂道対策と融雪道路の整備状

況についてであります。ご存じのとおり大湊地区

は国道338号と海岸沿いの市道が十数カ所の急坂

な生活道路によって結ばれており、冬期には介護

車、救急車、消防車、ごみ収集車と生活車両の進

入が困難な区域が多くあり、スリップによる事故

も散発しております。これらのことからも、大湊

地区の坂道対策の融雪道路の整備は急務であると

考えます。そこで、今までの整備区域と今後の計

画についてお伺いいたします。

通告の第３は、むつ市経済の活性策についてで

あります。むつ市全体の経済が低迷し、民間企業

の大型倒産も散発する昨今であり、疲弊した企業

からは雇用の期待も得られないところでありま

す。さて、そのような状況の中で、景気に左右さ
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れず、一定の経済効果をもたらしてくれる団体が

あります。ご存じ海上自衛隊大湊地方総監部であ

ります。自衛隊につきましては、昨今前防衛事務

、 、次官の疑惑で揺れておりますけれども 現職隊員

現場の部隊は一生懸命真摯に訓練にいそしんでい

ることを申し添えておきます。

さて、先般下北地域県民局がまとめたとされる

むつ市における海上自衛隊の経済効果調査により

ますと、むつ市に及ぼす海上自衛隊大湊地方総監

部の経済効果は、年236億円とのことでございま

す。そこで、むつ市経済に対する影響力につきま

して、宮下市長の感じるところの所見をお伺いし

たいと存じます。

次は、防衛施設周辺に適用される防衛施設周辺

の生活環境の整備等に関する法律、略して環境整

備法についてであります。既にこの法律を適用し

て各種の事業を展開しているところでございま

す。この法律は、補助率が高いことで、自治体に

とっては有利な事業を行うことができると聞いて

おります。現在非常事態の緊縮財政で推移してい

る市財政ではありますが、市民生活向上のための

インフラ整備等は急務であろうと考えます。そこ

で、活用できるものは活用するということで、こ

の環境整備法を積極的に活用すべきと考えます

が、そのことについてお伺いいたします。基地を

抱える他の自治体から比して、余り要求が上がっ

ていないという声も聞かれることでお伺いする次

第であります。

次に、自衛隊艦艇の造修機能強化と地元の雇用

拡大についてであります。現在大湊基地内には、

旧海軍から受け継がれている施設が多くあります

、 。が その最たるものに１万トンドックがあります

施設としては頑丈で、十分使用にたえ得るもので

ありますが、現在の海上自衛隊艦船の装備の変遷

に対応し切れない部分があり、大方の修理は函館

ドックに依存せざるを得ない状況にあります。な

ぜ海上自衛隊の業務について、ここで質問するか

といいますと、この１万トンドックの活用次第で

は、地元での艦船修理の枠が拡大し、地元企業の

受注やそれに伴う雇用の拡大も見込まれるからで

あります。地元自治体としても１万トンドックの

整備充実について、防衛省を初め関係機関に要望

すべきと考えますが、市長のお考えをお伺いいた

します。

通告の第４は、石油製品高騰が及ぼす市民生活

への影響についてであります。灯油やガソリン代

と石油製品の急激な高騰はとどまるところを知ら

、 。ず 市民生活にも甚大な影響を及ぼしております

マスコミ報道によりますと、今回の高値は灯油が

18リットル１缶1,600円から1,700円代に達し、調

査期間以来の最高値と記されております。今回は

どうして値上げするのかという外因的なことへの

質問は省き、その値上げによって生活保護世帯、

ひとり暮らしの高齢者、低所得者等、いわゆる社

会的弱者に対しての救済措置はないのかをお伺い

いたします。

これから厳寒期に突入する季節を迎え、市当局

としても、これら社会的弱者に対して何らかの救

済措置があってしかるべきと考えますが、市長の

お考えをお伺いいたします。

以上、大きくは４項目に分けて質問させていた

だきました。細部につきましては、ご答弁の内容

をお聞きしたうえで再質問をさせていただきます

ので、よろしくお願いいたします。

これで、壇上よりの質問を終わります。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 浅利議員のむつ市長期総合

計画についてのご質問にお答えいたします。

まず、本計画の基本構想につきましては、議員

ご認識のとおり、地方自治法の規定に基づき、当

市における総合的かつ計画的な行政運営を図るた
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め、合併協議会で作成された新市まちづくり計画

の理念を基本的に踏襲し、かつ尊重し、平成28年

度までの10カ年を目標年次に策定、本年９月のむ

つ市議会第193回定例会において御議決を賜った

ところであります。

そこで、ご質問の１点目、新市まちづくりに込

める市長の決意を問うについてであります。むつ

市長期総合計画のもととなっております新市まち

づくり計画につきましては、その理念、方針は十

分理解しているところであり、市長選挙に際しま

しても、その理念を機軸に据えて、愛する郷土む

つ市を少しでもよくしていきたいとの志を持って

臨み、多くの市民の皆様から重責を担う任を託し

ていただいたところであります。

私が公約に掲げました一部を参考までに申し上

げますと 「まちづくりの主役は市民」につきま、

しては、市民協働の施策展開等に、また「こども

は地域のたからもの」につきましては、教育の充

実等の施策項目として、本長期総合計画の施策体

系の中にそれぞれ包含されているところでありま

す。６万5,000人余の市民を乗せたむつ丸のかじ

取りは、決して順風満帆というわけにはいかない

ものであろうことは重々承知しておりますが、本

計画の基本理念であります「人と自然が輝く や

」 、すらぎと活力の大地 陸奥の国 の実現に向けて

目下進めている実施計画において、私の思いを具

体的に反映していく考えにありますし、今後とも

全身全霊を傾けて取り組む所存でありますので、

ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げま

す。

次に、ご質問の第２点目、むつ市過疎地域自立

促進計画との整合性についてお答えいたします。

むつ市過疎地域自立促進計画は、議員ご認識のと

おり、過疎地域自立促進特別措置法の規定に基づ

き、過疎地域とみなされる旧川内町、旧大畑町及

び旧脇野沢村の３地域における振興発展の指針と

すべく平成17年度から平成21年度までの５カ年を

計画期間として策定した後期計画に当たるもので

あります。

本計画の事業計画は、新市の一体感の醸成、地

域の均衡ある振興、発展を念頭に置き、旧３町村

が予定しておりました事業計画を基本的に尊重

し、ほぼ網羅的に取りまとめた経緯があり、事業

推進に当たりましては、新市が厳しい財政状況に

ある中で、道路、下水道等の社会基盤整備など、

地域格差の生じないよう意を用いてきたところで

あります。しかし、全国の過疎地域同様、本市に

おきましても、少子高齢化の進展や雇用問題を背

景とした都市部への人口流出など、歯どめのきき

にくい状況にあるところでありまして、過疎問題

に対しましては、一朝一夕に解決できる有効な対

策があるわけではなく、いずこの市町村も対策に

苦慮、模索を続けているところであります。

過疎地域自立促進計画の理念は、長期総合計画

における施策の体系の中に息づいているところで

、 、あり 具体的な地域の自立促進策につきましては

第１点目でお答えいたしましたように、目下進め

ております実施計画において具体化を図る考えに

あります。いずれにいたしましても、地域住民の

声をよく聞き、地域の実情を十分把握しながら、

むつ市過疎地域自立促進計画とむつ市長期総合計

画の実施計画との整合性を図りつつ、道路、下水

道等の生活に密着したインフラ整備や農林水産業

の活性化など地域の自立促進、活力維持に向けて

鋭意努力してまいりたいと考えておりますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

次に、３点目の早期健全化団体の可能性と長期

総合計画達成の先行きについてのご質問でありま

す。早期健全化団体に該当するかどうかは、現在

のところ、その詳細部分が示されておりませんの

で、お答えすることはできませんが、微妙な状況

にあることは間違いありません。早期健全化団体
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に該当しないためには、電源立地地域対策交付金

を人件費等に充当し、一般財源化を図ることや、

行財政改革の徹底、退職者の一部不補充等の手を

緩めることなく赤字解消計画を確実に実行してい

くことが必要となりますし、そのことにより将来

にわたる不安もなくなるものでありますが、赤字

解消計画の確実な実行が最優先事項となりますの

で、長期総合計画の達成にそれなりの影響なしと

はしません。しかしながら、赤字解消計画と長期

総合計画の推進が両立するようにスクラップ・ア

ンド・ビルドをこれまで以上に徹底し、現在策定

中の実施計画にできるだけ長期総合計画の施策を

反映させたいと考えておりますので、ご理解賜り

たいと存じます。

次に、大湊地区の整備についてのご質問にお答

えいたします。第１点目、特定地域振興重要港湾

の整備状況についてであります。大湊港は、昭和

28年に地方港湾に指定され、港湾機能の整備が進

、 「 」められてきましたが 昭和42年に原子力船 むつ

の母港となったことから、昭和44年に重要港湾の

指定を受け、田名部川河口部両岸を中心に岸壁等

の整備が進められ、現在推進7.5メートル岸壁２

バース等を供用しております。平成12年４月の港

湾法の改正に伴い、地方港湾に移行しましたが、

下北半島地域における産業、経済の中心地である

むつ市に位置し、広い用地を有することから、平

成12年５月に国の新たな施策である特定地域振興

重要港湾に指定され、防災機能の強化を中心とす

る大湊港港湾振興ビジョンに基づき整備が推進さ

れているところであります。

現在は、平成18年にオープンしたしもきた克雪

ドームに関連する臨港道路の整備、防災緑地及び

耐震強化岸壁を中心に整備が進められているとこ

ろであります。具体的には、旭町側から道路

1,348メートルが、平成13年度から事業費約４億

6,000万円で進められており、今年度完成予定と

なっております。大湊側の道路600メートルにつ

いては、平成16年度から事業費約３億9,000万円

で進められており、平成21年度の完成予定となっ

ており、今年度までに約74％の進捗となる見込み

であります。

また、今年度大荒川にかかる橋りょうが完成す

ることから、事業の完了前でありますが、年内の

暫定供用を目標に整備を進めていると聞いてお

り、利用者の利便性向上を早期に図れるものと期

待するものであります。

防災緑地等５万5,000平方メートルにつきまし

ては、平成13年度から事業費約９億3,000万円で

進められており、現在のところ平成24年度の完成

を目指しており、今年度までに駐車場、多目的広

場等が完成、約28％の進捗となる見込みでありま

す。耐震強化岸壁130メートルにつきましては、

平成17年度から事業費約11億3,000万円で進めら

れており、平成21年度の完成予定となっておりま

す。今年度までに約43％の進捗となる見込みであ

ります。

次に、港湾道路からのアクセス計画ということ

でありますが、あくまでも中長期的構想として県

が示している市道西町線から港町、真砂町を経由

して大湊新町に至るルートがあります。このうち

「斗南藩士上陸の地」付近から大湊新町までの

720メートルについては、国の新たな施策である

みなと振興交付金事業を導入することとし、県が

基幹事業として要望しておりますが、採択される

か否かは未定となっております。

第２点目、国道338号大湊バイパスの整備状況

についてでありますが、まず現在進められており

ます桜木町からスキー場間の宇曽利バイパス約

1.2キロメートルにつきましては、水源池大橋を

含む全線が年度内に完成する予定であります。宇

曽利バイパスに接続する大湊浜町からスキー場間

約2.6キロメートルにつきましては、所要の調査
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検討を進め、平成20年度の補助事業としての新規

採択に向け、国との協議を行うなど努力している

とのことであります。

市といたしましては、これまでも市議会と同一

歩調をとりながら、関係機関に対し要望活動を実

施してきておりますし、今後も早期全線開通に向

けた強力な要望活動を実施してまいる所存であり

ますので、ご理解を賜りたいと存じます。

第３点目、大湊地区の坂道対策と融雪道路の整

備状況についてでありますが、大湊地区は勾配の

急な坂道が多く、冬期間の凍結による交通事故が

懸念されることから、これまで市道６路線にロー

ドヒーティングを設置してきており、今年度につ

いても新川守坂の整備を実施いたしておりますの

で、整備済み路線は７路線となり、これまでに要

。した事業費は約２億5,700万円となっております

大湊地区の坂道対策を要する路線は、いまだ

10路線が残っておりますが、今後とも財政状況を

見ながら順次整備を進めていかなければならない

ものと考えておりますので、ご理解を賜りたいと

存じます。

次に、むつ市経済の活性化についてのご質問に

お答えいたします。まず、第１点目の大湊地方総

監部の経済効果についてであります。下北地域県

民局がまとめたむつ市における自衛隊所在による

経済波及効果調査の内容に対する私の所見はどう

かとのお尋ねでありますが、この調査は、下北地

域県民局が青森地域社会研究所に委託して実施し

たものと伺っておりまして、去る11月22日に市や

商工会議所、飲食店関係者などを対象としてこの

調査結果についての報告会が開催されておりま

す。

この調査では、まず同じく海上自衛隊の地方隊

があります呉市、佐世保市、舞鶴市、そして横須

賀市との比較を交えながら、むつ市の現状につい

、 、て分析しておりますが 他の４市につきましては

海軍時代に海軍直営の軍需工場に当たる工廠が設

置されていたことから、造船業を中心とした軍需

産業が発展し、終戦後の地域の復興にこれらの製

造業の素地が大きな役割を果たし、現在も製造業

の割合が高くなっているとし、これに対してむつ

市の場合は大湊に設置されたのがもっと小規模な

工作部であったため工業化がおくれ、現在は１次

産業とサービス業が中心となっているとしており

ます。

まとめでは、むつ市には家族も含め約6,500人

の海上自衛隊関係者が住んでおり、これは人口の

、 、１割を占め 隊員の給与水準が地元企業より高く

市税や消費支出を初め市全体に236億2,000万円の

経済効果を与えていると分析しております。

また、報告会では大湊地方総監部経理部から大

湊地方総監部に関する予算及び経済効果につい

て、本年７月に約20日間の日程で実施された掃海

訓練の経済効果は、訓練参加者へのアンケートを

もとに、訓練中の個人消費が約6,000万円と見込

まれることや、むつ市の市民税について、人口割

合で約４％の自衛隊員の納税額が約２割になると

の説明もあったところであります。

私といたしましても、今回はその効果を数字で

示され、その所在による経済効果の大きさを改め

て認識しておるところであります。

また、市民生活上、住民と自衛隊との関係は良

好なものであり、地元にしっかりと根づいている

と認識しているところであり、今後は調査のまと

めでも提言されておりますが、自衛隊の施設等を

観光資源として活用するなど、ソフト面での充実

を図り、さらに地域活性化につなげていきたいも

のと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存

じます。

次に、ご質問の２点目、防衛施設周辺に適用さ

れる環境整備法の活用についてであります。緊縮

財政の中、市民生活向上のためのインフラ整備に
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防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律に

基づく補助等をもっと積極的に活用すべきでない

かとのご質問であります。防衛施設周辺の整備に

つきましては、昭和41年に防衛施設周辺の整備等

に関する法律が公布、施行されておりましたが、

一層充実した施策を推進するため、新たに防衛施

設周辺の生活環境の整備等に関する法律、いわゆ

る環境整備法が昭和49年６月27日に公布、施行さ

れているところであります。

この法律による施策の概要といたしましては、

まず障害防止工事の助成として、例えば航空機騒

音などによって学校教育に支障があるとして防音

工事を行う場合、また民生安定施設への助成とし

て、防衛施設の設置、運用により、その周辺地域

の住民の生活または事業活動が阻害されると認め

られる場合において、消防施設、水道施設、学習

のための供用施設、漁業用施設などの生活環境施

設等を整備する場合に、その費用の一部が補助さ

れることとなっております。

さらに、特定防衛施設周辺整備調整交付金の交

付があります。この交付金を受けるためには、特

定防衛施設の指定と特定防衛施設関連市町村の指

定が必要でありますが、昭和50年３月10日に大湊

港に所在する防衛施設と当市がそれぞれ指定を受

けているところであります。

、 、当市では 障害防止工事の助成につきましては

昭和47年度の城ケ沢小学校の２級防音事業から助

成を受け、最近では平成17年度と平成18年度の継

続事業で実施いたしました大平小学校防音機能復

旧事業までの総額で約21億円となっております。

民生安定施設の整備の助成につきましては、昭和

45年から助成を受け、桜木町及び城ケ沢地区の学

習等供用施設の建設や公民館の建設等に総額で約

８億円活用しております。特定防衛施設周辺整備

調整交付金につきましては、指定を受けた昭和

50年度から平成18年度までに総額で約14億円の交

付を受けており、実施計画に基づき市内全域の排

水路、側溝等の整備、消火栓の設置等の事業を実

施してきたところであります。また、先般本交付

金の平成19年度の額について、東北防衛局から決

定通知があったところであり、昨年度と比較して

約1,000万円ほど増額となるものであります。

以上のとおり活用してきているところであり、

事業によっては実施できる地域が騒音等の影響を

受ける地域に限られていることや、また防衛施設

の設置、運用と周辺住民の生活や事業活動に生じ

る障害との間に因果関係があることなどの要件が

ありますものの、議員ご提案の趣旨を踏まえ、財

政状況をにらみながらではありますが、今後も活

用できるものにつきましては、積極的に活用して

まいりたいと考えておりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

次に、ご質問の３点目、自衛隊艦艇の造修機能

強化と地元の雇用拡大についてであります。大湊

基地にある１万トンドックの活用次第では、地元

での艦船の修理の枠が拡大し、雇用の拡大も見込

まれることから、防衛省を初め関係機関にこのド

ックの整備充実について要望すべきでないかとの

趣旨のご質問であります。海上自衛隊が保有する

１万トンドックは、旧海軍が昭和15年に着工し、

昭和19年７月に完成させ、戦時中は造修部門に重

要な役割を果たし、戦後は一時期民間企業が使用

して復員船等の修理点検を行うことで地域産業の

一翼を担い、住民生活に大きく貢献したとされ、

やがて大蔵省へ移管となり、荒れるまま長い年月

放置されていたとされるものであります。その後

市では、このドックの再開活用が下北地域の総合

開発に大きなインパクトを与えるものと考え、昭

和39年に各方面へ強く働きかけましたところ、同

年12月に海上自衛隊に移管され、大湊地方隊の所

管するところとなり、昭和41年から調査工事を経

て、昭和46年６月には第一船を入渠させ、再開と
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なったものであります。

以降、このドックの運用により地元造修関係企

業の育成や地元雇用の増大、地元企業への工事発

注量の漸増など、地域経済の活性化に大きく寄与

したとされているところであります。しかしなが

ら、このドックが１万トンドックとしての施設規

模を有しながら、港内の水深が浅いことや、地元

造修企業の対応性などから入渠できる艦艇は小型

のものに限られ、結果として大型艦艇の造修は他

地区に依存しておりましたことから、市では昭和

63年11月に大型艦艇の点検修理が可能な水準まで

、 、の整備強化とともに 地元への発注工事量の増加

地元の雇用の拡大、地元受注企業の育成等につい

て防衛庁に対して要望した経緯があります。

今般県が実施したむつ市における海上自衛隊の

経済効果調査結果においても、むつ市の海上自衛

隊関連予算のうち物件費では艦船修理費22億円の

ウエートが高いものの、これらのほとんどが県外

へ発注されているとの指摘があったところであ

り、議員ご指摘のように、地元への発注分がふえ

れば、経済波及効果はさらに増加し、雇用の拡大

にもつながるものと思うところであります。した

がいまして、地元での整備や修理ができるような

条件整備を望むところでありますが、古い歴史的

経緯がある深くて大きな事項でありますことか

ら、今後海上自衛隊大湊地方総監部と協議しなが

ら、現況把握も含め、精査、検討のうえ対処して

まいりたいと考えておりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

次に、石油製品高騰が及ぼす市民生活の影響に

ついてのご質問にお答えいたします。灯油価格の

高騰については、株式市場の低迷によって行き場

を失った国際投資資金の先物市場への流入や中国

等の原油需要の増大等による原油価格の高騰によ

るものと言われています。このような国際的な原

油高の中、青森県における灯油やガソリン等の石

油製品に係る動向を見ますと、特に灯油に関して

は、ここ二、三年で1.5倍以上の上昇となってお

り、一方で平成17年度を基準とした消費者物価指

数は青森市を参考にいたしますと、この10月の総

、 、 、合指数が100.3で ここ一 二年の推移を見ても

物価全体として大きな変動が見られないものの、

主に灯油やガソリンといった石油製品の価格が高

騰していることが特徴となっています。

さて、石油製品高騰を理由としてのいわゆる社

会的弱者に対する救済措置についてお尋ねであり

ますが、前述したように、現時点では物価全体と

しての大きな変動がないこと、また日常生活を維

持するうえで重要となる物価の安定については、

一義的には国において対応すべき事柄と考えられ

ることから、現状では特段の対策は講じておりま

、 、せんが 既に新聞等で報道されておりますとおり

国において、去る11日に原油価格の高騰に伴う中

小企業、各業種、国民生活等への対策強化につい

ての基本方針を定め、６項目にわたる施策を推進

することとしております。しかし、現在国の対策

の詳細が示されておりませんし、県及び県内他市

の動向も国の詳細な対策を確認しながら対応を検

。 、討するようであります このような状況にあって

市として現時点で単独で対応するには、市の財政

状況を勘案いたしますと非常に困難な状況にあり

ますことから、国が示す財政支援の詳細や県、他

市の動向等も見きわめたうえで今後の対策を検討

いたしたいと存じますので、ご理解を賜りたいと

存じます。

〇議長（村中徹也） 22番。

〇22番（浅利竹二郎） ご丁重な答弁ありがとうご

ざいました。それでは、再質問、要望に移らせて

いただきます。

まず最初の通告１のむつ市長期総合計画でござ

いますけれども、いろいろ市長の決意は伺いまし

たが、往々にして計画というものは作文にすぎな
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い、私の体験も含めていろいろそういうふうなも

のであると思います。それで、実際に10年間の計

画をつくりました。それについて、実施と成果、

こういうものを検証するシステムがないと計画の

立てっ放しということになると思いますので、こ

の庁内にそういうシステムがあるのかどうか。ま

た、もしなければ、具体的に市長の指導力を発揮

する、そういうシステムづくり、組織づくりが必

要と思いますけれども、そこら辺はいかがでしょ

うか。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） ただいまの長期総合計画に

ついて、その実施と成果を検証するシステムづく

りというお尋ねでございますけれども、現在行政

評価システム、この導入に向けまして作業を進め

ておるところであります。そして、平成20年度か

ら試行して平成21年度の本稼働を予定したいと、

このように思っております。むつ市長計の実施計

画に登載されております事務事業に限定しない

で、主立った事務事業全般を評価対象として平成

20年度の試行、そして平成21年度の本稼働という

ことで行政評価システム、この導入に取り組んで

いきたいと、このように思っておりますので、ご

理解賜りたいと思います。

〇議長（村中徹也） 22番。

〇22番（浅利竹二郎） ありがとうございました。

市長のご健闘を期待しております。

次は、むつ市過疎地域自立促進計画との整合性

について再度お尋ねいたします。この自立促進の

施策の意味するところは、つまるところ産業で地

域を活性化して若者の地元への定着を図って、そ

して人口減少に歯どめをかけるということに尽き

。 、 、ると思います そういう観点からして 現在農業

林業、漁業に対する施策、それと企業誘致とか具

体的なそういう試みはどうなのでしょうか、お伺

いいたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 企業誘致というのは、非常

に難しい状況であります。今弘前、津軽方面のほ

うではかなりの精密機械等々の工場が誘致され

て、逆に企業側の雇用人数に対して地元の雇用人

数がなかなか達していないという状況を伺ってお

りますけれども、当市におきましても、非常にそ

ういう状況では、やはり津軽地域と違って道路状

況等々の問題がありまして、なかなか思うに任せ

ないところがあろうというのが現状であります。

しかしながら、決してあきらめることなく企業誘

致には努めてまいりたいと思いますし、また企業

誘致という表現を仮に使いますならば、リサイク

ル燃料貯蔵株式会社も一つのまた企業誘致という

、 、形で かなりの人数の方々がこのむつ市に居住し

経済的効果も果たしているのではないかなと。そ

れに関連した企業等々も私は努力を重ねていきた

いと、このように思います。しかしながら、一方

ではやはり得意分野、これを伸ばしていく必要が

あろうと、こういうふうに思います。その意味か

らして、１次産業にかかわります農林、水産、畜

、 、産 こういう形の得意分野を伸ばしていきまして

私のモットーとするところであります「むつ市の

うまいは日本一」ということでさまざまな場面を

通じてＰＲをして、その１次産業を伸ばしていく

ことが地元の経済力のアップにつながっていく

と。こういうふうな形で自立促進、これに向けて

いきたいと、このように考えているところであり

ます。

〇議長（村中徹也） 22番。

〇22番（浅利竹二郎） わかりました。合併した地

域がそれぞれの町において安らぎと活力を共有で

きるまちづくり、これを目指して、市長自ら陣頭

指揮でむつ市を再生させてもらいたいと思いま

す。これで通告１の質問と要望を終わります。

、 、次は 通告２の大湊地区の整備について再質問



- 140 -

要望等を行いますが、大湊地区の特定地域振興重

要港湾の整備状況の中で大湊地区のトータルした

地域開発で防災拠点にアクセスする道路網の整備

が不可欠であると思います。特に大湊新町の交差

点付近は煩雑になっておりますので、重点的に整

備の必要があると思いますけれども、そのことに

ついて再度お伺いいたします。

〇議長（村中徹也） 建設部長。

〇建設部長（成田 豊） お答えいたします。

先ほど市長答弁でも申し述べたように、港湾道

路からアクセス道路につきましては、あくまでも

中長期的な計画でございますけれども、県が示し

ているところを見ますと、市道西町線、これは苫

生小学校から県道赤川下北停車場線のほうにつな

がる道路、あそこの付近に建設会社の社屋とか石

材屋さんがございますが、あそこから港町のほう

に延ばしまして、それからＪＲ大湊線と並行して

、 。走り 田名部川には橋をかける構想もございます

そして、真砂町のほうに入りまして、臨港道路と

接続する計画でございまして、最終的には大湊新

町までのルートがございます。このうち「斗南藩

士上陸の地」付近から大湊新町までの720メート

ルにつきましては、国の新たな施策であります港

振興交付金、この事業を導入することといたしま

して、現在県が基幹事業として要望をしていると

ころでございます。現在のところ採択の見通しは

立っていない状況とのことでありますので、ご理

解を願いたいと思います。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 22番。

〇22番（浅利竹二郎） いろいろ問題があってなか

なか進まないのは十分わかるのですけれども、再

度しつこくこの近辺、大湊新町の３差路付近につ

いてもう一度お願いしたいのです。

交差点から木村鉄工所にかける道路は狭隘であ

ることと、昔の飲食店街がそのまま放置されてい

る状況でありまして、極めて劣悪、危険な状態に

置かれているのです。この箇所について、公的に

何らかの対策が必要と考えますけれども、いかが

でしょうか。再々度お願いいたします。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（佐藤純一） 浅利議員が言われます昔

の飲食店街は、現在大湊新町飲食店街敷地借り上

げ料として東日本旅客鉄道株式会社盛岡支社から

763平米を借り受けいたしまして、そのうち市が

直接借り受けしております道路部分の面積が

353.3平米であります。残りの409.70平米が露店

市場仮設敷地として転貸しているものでございま

すが、これまでの経緯として、昭和22年に大湊振

興露店商組合が露店市場として国鉄より借用した

のが始まりと伺っております。現在転貸人は12名

おりまして、そのうち店舗としてまだ使っており

ますものが４件、休業中で倉庫などに利用してい

るものが８件となっております。それぞれの建物

には所有者がおりますし、所有権、借地権を有し

てございます。市としては、所期の目的を既に終

えておりますし、ＪＲへの用地返還や臨港防災道

路としての整備促進も望まれることから、現在利

用しております道路用地の取得も含めまして、将

来的な利用方法の検討が必要であるものと考えて

ございます。

〇議長（村中徹也） 22番。

〇22番（浅利竹二郎） わかりました。難しいのは

重々わかっているのですけれども、何とかよろし

くお願いいたします。

次は、いろいろありますけれども、時間の関係

で、要望でさっと流させてもらいます。

大湊地区の整備につきまして、市民生活に安全

安心をもたらす坂道の融雪化を初め災害時の避難

道路としての大湊バイパス、港湾道路は大湊地区

のインフラ整備として最優先課題に位置しており

ますので、早急な整備をお願いいたします。
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次に、通告３のむつ市経済の活性策の中で、先

般の下北地域県民局発表の記事の中で、調査をし

た人が、地元では自衛隊は空気のような感覚で、

存在の大きさが余り理解されていないというよう

な所見が述べられておりましたけれども、そのこ

とについて、市長、ちょっとご所見をお願いしま

す。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） その発言の内容は、私直接

お聞きしたわけでございません。私といたしまし

ては、空気ですので、大切なものでありますけれ

ども、非常に経済効果が大きいということは前か

ら伺っておりました。しかしながら、その経済効

果の部分がどの程度なのかということをやはりし

っかりとこれは市民の皆様方にもお示しをしてい

かなければいけないし、その効果をお知らせする

ことによって相乗効果がまた出てくるというふう

な私は認識をしております。

例えばお祭りなんかに行きましても、いや、去

年より人出が多いなとか、いや、ことしはちょっ

と人出が悪いなとか。ならば、その人出がはっき

りと計数として理解把握されているのかというふ

うなことを私よく経済部に話をさせていただいて

おります。その意味からして、隊員の方々は、人

口割合では約４％、その納める市税等が約２割、

20％と、そういう形で発表されるということでの

効果は非常に大きいものであると私は認識をして

おります。さらにその意味からして、これだけの

経済効果があるということは、さまざまな関連す

る企業、また業種等におきましても、ああ、なる

ほどこれだけの経済効果があるということは、や

はり我々もしっかりとこれに対応していかなけれ

ばいけないし、では弱いところはどこなのか、も

っと弱いところの経済効果を増加するためにはど

ういう手法をとっていけばいいのかという一つの

ヒントにもなり得るものだというふうなことでご

ざいますので、この経済効果、数値として公表さ

れたということは非常に大きな私は効果があるの

ではないかなと期待をしているところでありま

す。

〇議長（村中徹也） 22番。

〇22番（浅利竹二郎） ありがとうございました。

防衛施設周辺の環境整備法の関連ですけれど

も、これ電源三法交付金とはまた違った意味で自

衛隊の基地を抱える自治体に対して、要するに迷

惑料として認められている助成金なのです。です

、 、から 先ほど市長からもご答弁ありましたように

いろいろな助成をしていただいているということ

なのですけれども、これからも大いに活用すべき

と考えておりますので、要望しておきます。

次に、造修機能の強化と拡大につきましても、

やっぱりいろんな地元としてもある程度積極的な

働きかけがないと、例えば１万トンドックの修理

とか、そういうことの改修とかにつきましても、

なかなか国としては動きにくいということがある

と思いますので、地元の応援、積極的な要望等を

お願いしたいと思います。

次に、通告４の石油製品の高騰ですけれども、

いろいろ国が今動きつつあるのですけれども、具

体的なものがまだ定まっていないということです

が、やっぱり灯油の高騰に対応できない低所得者

とか高齢者に対して、人道上の観点から、市とし

ても待ちではなくて、積極的に、要するに一歩進

んで、国よりも進んだ施策をするというぐらいの

心構えでぜひ新生むつ市、宮下新市長ということ

で積極的な対応をお願いしたいと思います。

今回、いろいろ４項目に分けて質問させてもら

いましたけれども、市長を初め関係機関の皆様の

特段のご答弁をいただきまして本当にありがとう

ございました。事情の許す限り、毎回質問したい

と思いますので、何とぞおつき合いのほどよろし

くお願いいたします。ありがとうございました。
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〇議長（村中徹也） これで、浅利竹二郎議員の質

問を終わります。

昼食のため午後１時30分まで休憩いたします。

午後 零時０８分 休憩

午後 １時３０分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎会議時間の延長

〇議長（村中徹也） 本日の会議時間は、議事の都

合により、あらかじめこれを延長いたします。

◎日程第２ 条例制定請求代表者の意

見、議案質疑

〇議長 村中徹也 次は 日程第２ 議案第103号（ ） 、

むつ市本庁舎の位置の変更についての賛否を問う

住民投票条例を議題といたします。

本件につきましては、地方自治法第74条第４項

の規定により、請求代表者に意見を述べる機会を

与えなければならないことになっております。

それでは、請求代表者であります木下千代治氏

に意見を述べていただきます。木下千代治請求代

表者、お願いいたします。

（木下千代治条例制定請求代表者

登壇）

〇条例制定請求代表者（木下千代治） むつ市条例

制定請求代表の木下でございます。本定例会に追

加提案をいただきましたむつ市本庁舎の位置の変

更についての賛否を問う住民投票条例制定請求の

要旨について、意見を申し述べる機会を与えてく

、 。ださいまして まことにありがとうございました

許される時間の範囲の中で申し述べさせていただ

きます。

既に皆様方のお手元に議案第103号の参考資料

として配布されておりますむつ市条例制定請求書

の要旨のとおりでございますが、総括的に申し上

げるとすれば、しゃにむになし遂げる移転ありき

ではなく、もっと民意の形成に汗を流してもらい

たいという強い要求からであります。つまり市の

本庁舎移転計画の概要によりますれば、既に移転

に向けて強引に進行している現実の状況下にあっ

て、市民の総意は、今なぜ市郊外地に移転なのか

という疑問と不信が生じており、かつまた買い求

めた旧アークスプラザ跡地は商業地、雇用の創出

を図るべきとの地域活性化構想の意見が増大をし

ています。加えて合併協議の際に申し合わせた旧

町村の役場施設の利活用を求めるなどの声も根強

く出されているのであります。したがいまして、

私たちは、これらの市民層の総意を直視し、地方

自治の本旨を踏まえ、行政と議会は民意を無視し

て事を運ぶという態度ではなく、民主政治の原則

に立って、本庁舎の位置変更については住民投票

で決めるべきという決断を求めているのでありま

す。

しかしながら、宮下市長が議案第103号のむつ

市本庁舎の位置の変更についての賛否を問う住民

投票条例議案に対して付議した意見の内容により

ますれば、概要は次のような記述となっておるの

であります。

これまでの過程をしんしゃくをし、基本的に前

市長の施策を推進する立場で市長選に立候補し、

多数の市民のご支持を得て当選いたしましたの

で、庁舎移転に関しては基本的にご賛同をいただ

いたという認識であり、住民投票を実施する必要

はないと判断し、条例制定には賛成できないとい

う意見内容でありますが、この宮下市長の認識と

判断はまさにひとりよがりの御都合主義以外の何

物でもないと言わざるを得ないのであります。

選挙管理委員会発行の市長選公報では、市役所
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移転問題については一切触れていないにもかかわ

らず、選挙当選結果に結びつけて、庁舎移転に関

しては基本的にご賛同をいただいていることであ

るということは公私混同も甚だしく、主役は市民

どころか、民意形成の否定に通ずるものであると

言わざるを得ません。

しかも、このような宮下市長のひとりよがり的

な議案付議の意見書は、厳粛な議会提出議案公文

書として的確性を欠いているものと指摘せざるを

得ないのであります。

さて、住民投票という事の重大性にかんがみ、

住民投票条例制定請求をめぐる背景について、歴

史的な観点から、幾つか申し述べてみたいと思い

ます。

昭和20年時代の歴史をひもといてみますれば、

昭和28年９月１日、法律第258号で町村合併促進

法が公布されて、全国的に新市制が35市誕生する

、 。など 市制ムードがわき起こった歴史があります

県内にあっては、黒石市、五所川原市、現在の十

和田市の前身である三本木市、そして三沢市が誕

生しているのであります。

このような国や県内の動きの中にあって大湊町

と田名部町の合併計画は、昭和29年９月から動き

始めましたが、幾多の紆余曲折を経て、ようやく

対等合併にこぎつけ、昭和34年９月１日、大湊田

名部市として県内第８番目の市制誕生をなし遂げ

たのであります。後に市名を平仮名の「むつ」に

変更して現在に至っているところでありますが、

そこでこの両町対等合併の歴史の中から、私たち

は何を学ぶべきかということであります。

それは、極めて明らかなように、対等合併に当

たっては、厳しく問われる新市名問題、新市役所

位置問題、広く行きわたるまちづくりの問題など

についてであります。限りない理解を深めたこと

であり、そして新しいまちづくりの構想として、

第１に、田園工業都市の建設、第２に、10万人を

包含する都市計画の樹立、第３に、新市10カ年計

画の樹立、第４に、融和と親愛の市政という４項

目を重点として、新市を発展させるための不変の

原則として掲げ、新市政への成就を貫徹したこと

であります。まさに民意形成の根強い根気力であ

ると言わなければならないのであります。

特にむつ市役所の位置を定める条例の一部を改

正するに当たっては、むつ市大字田名部字金谷

47番地に改めるとして、そして今は亡き杉山勝雄

初代市長は、次のように提案理由を説明している

のであります。

申し上げるまでもなく、新市発足以来、市名の

問題とともに最も市民の関心の的でありましたの

は、新庁舎建設の問題でありました。当市の場合

におきましては、その大前提は庁舎の位置をどこ

に定めるかという点であったわけであります。今

回提案いたしました庁舎の位置について申し上げ

るならば、将来田園工業都市として飛躍的に発展

、 、することが約束された当市にとりまして 地勢上

そして交通上及び環境上から見ましても、また都

市計画の関連性等から検討してみましても、最も

それぞれの条件に適した新市にふさわしい場所で

あるという結論に基づくものであります。と明確

な目的の説明がされているのであります。

このように、現在さん然と輝いているむつ市役

所の位置は、良識ある先人の方々のとうとい意思

が刻まれ、かつての新市政が展望する重要４項目

の目的の不変の原則を貫徹する拠点基地であると

いう偉大なる歴史観を大事にする必要があると言

わなければならないのであります。

さらに、時代が進むに従って、平成の大合併を

迎えたむつ市、川内町、大畑町、そして脇野沢村

は時代の流れを的確にとらえ、むつ市への編入合

併を成就し、新市政の活躍拠点基地として先人た

ちが先見性を持って築いた現市役所の位置を決定

、 。し そして力強くスタートしたところであります
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特に市役所の位置を決めるに当たっての合併協

議会においては、地方自治法第４条の事務所の位

置に関する法令を踏まえ、検討に当たっての留意

事項として、厳しい財政状況への対応、行政改革

の観点等考慮する必要がある、住民の便利性を最

優先に考え、距離、交通面、国や県等の関係行政

機関を含めた便利性について総合的に考える必要

があるという提言を認識したうえに立って、町村

側は百歩譲歩して、満場合意で現在の場所をよい

と決定されたものであります。

宮下市長は、新市の事務所の位置にかかわる協

定は、４庁舎のうち現むつ市役所を新市の本庁舎

とすることを規定したものであり、未来永劫本庁

舎を金谷地区に置くと限定したものではないの

で、中央地区に本庁舎を移転することは住民の利

用に最も便利であるように、将来の交通事情や他

の官公署との関係等総合的に検討し、決定したも

のであり、地方自治法第４条の事務所の位置に関

する法令の趣旨を踏まえたものであると断言した

見解を示しておりますが、これは移転ありきとい

う条理を逸した論理のすりかえであると言わなけ

ればならないと思うのであります。

市町村合併して２年半有余を経た今日、私たち

は市町村合併協定書が持つ権能をどのようにとら

えるかということが最も重要であると思うのであ

ります。宮下市長は、合併協定書は１市２町１村

が合併するに当たり調整するべき施設等を確認事

項としてまとめたものという認識を示しておりま

すが、私は１市２町１村が合併するに当たり、施

策等を協議決定した確約書という認識を持つもの

であり、自治体機関として市民に対して公約した

社会的契約説論に立つものであります。

宮下市長からすれば、このような論理は見解の

相違であると一笑に付しておりますが、ことごと

く合併協定書が歪曲されている感じが抱かれてな

らないのであります。

私は、率直に申し上げておきますが、杉山市政

の独善的な継続に埋没して、果たして宮下市政は

みんなとともに新しい扉を開くことができるので

あろうかという疑問を持つのであります。平成の

大合併にかかわりを持った一人として、新むつ市

への未来を憂えるものであります。

むつ市政における民主的にして民意形成を図る

ためには、より一層の議会の皆さんのチェック能

力の強化と市民における市政の検証が何よりも重

要であると言わなければならないのであります。

今からでも遅くないということを私は訴えたいの

であります。

むつ市制48年目という年輪の深い現市役所位置

の存立に思いを寄せて、移転ありきで推進するの

ではなく、移転賛否を問う住民投票の道を選択す

る制度の確立に勇気ある皆さんの御議決をお願い

申し上げて、意見陳述を終わりたいと思います。

何とぞよろしくお願い申し上げます。

〇議長（村中徹也） これで請求代表者の意見を終

わります。木下千代治氏には、大変ご苦労さまで

ございました。

ここで請求代表者の意見が終わりましたので、

議案第103号に対する質疑通告及び議事整理のた

め２時20分まで暫時休憩いたします。

午後 １時４７分 休憩

午後 ２時２０分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

これより質疑に入ります。質疑の通告がありま

すので、順次発言を許可します。まず、３番新谷

泰造議員。

（３番 新谷泰造議員登壇）

〇３番（新谷泰造） では、質疑をさせていただき

ます。

第１に、無効署名についてどのような内容のも
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のを無効としたか、具体的かつ詳細に説明をお願

いいたします。その中に、署名の偽造と思われる

ものはなかったか。

第２に、地方自治法第74条の４第２項に請求権

者の署名偽造の罰則規定があるが、その署名偽造

とはどのような場合が該当するか。偽造か否かを

選挙管理委員会は調査することができるか。

３、署名収集者の委任届出書の受任の届け出手

続はどのようにして行われるか。

４、受任していない者を署名受任者として無断

で届けた場合の効力、無断で署名受任者として届

けたことについての罰則規定はあるか。

５、選挙管理委員会に受任者本人が署名活動を

しなかったか否かを調査することができるか。受

任者以外が署名活動した場合の署名の効力。

６、住民投票を実施した場合に、その費用はど

のくらいかかるか。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 新谷泰造議員の６項目のご

質疑ございましたけれども、選挙管理委員会から

答弁を申し上げます。

〇議長（村中徹也） 選挙管理委員会事務局長。

〇選挙管理委員会事務局長（大芦清重） 新谷泰造

議員のお尋ねにお答え申し上げます。

お尋ねの第１点目、どのような内容の署名を無

、 、効としたかとお尋ねでございますが 審査の結果

選挙人名簿に登録されていない者の署名12名、何

人であるか確認しがたい署名５名、捺印がない署

名１名、印影が不鮮明な署名３名、自署でない署

名156名、重複した署名１名、これが無効となっ

ております。署名総数は1,823名、無効署名数は

178名、有効署名数1,645名となっております。

署名の偽造と思われるものはなかったかとのお

尋ねでございますが、選挙管理委員会の署名簿の

審査におきましては、偽造か否かは判断しており

、 。ませんので そのようにお答えしたいと存じます

ご質問の２点目、地方自治法第74条の４第２項

に請求権者の署名偽造の罰則規定があるが、その

署名偽造とはどのような場合が該当するか、偽造

か否かを選挙管理委員会は調査することができる

かとのお尋ねでございますが、議員ご承知のとお

り、地方自治法第74条の４は、署名に関する罰則

規定でございます。条文を読ませていただきます

、「 、が 条例の制定又は改廃の請求者の署名に関し

次の各号に掲げる行為をした者は、４年以下の懲

」役若しくは禁錮又は100万円以下の罰金に処する

と規定されております。議員ご指摘の同条第２項

は 「条例の制定若しくは改廃の請求者の署名を、

偽造し若しくはその数を増減した者又は署名簿そ

の他の条例の制定若しくは改廃の請求に必要な関

係書類を抑留、毀壊若しくは奪取した者は、３年

以下の懲役若しくは禁錮又は50万円以下の罰金に

処する」との条文であり、署名の偽造等に関する

。 、刑罰を規定したものであります 議員のお尋ねは

偽造署名はどのような場合が該当するか、偽造か

否かを選挙管理委員会は調査することができるか

でございますが、仮に何らかの事情により署名関

係人が地方自治法第74条の４第２項に抵触するお

それがあることを告発した場合、選挙管理委員会

の調査ではなく、司法機関によります捜査が行わ

れるものと思われます。そして、その捜査により

偽造か否かが判断されるものと考えます。

また、署名偽造とはどのような場合が該当する

かとのお尋ねでございますが、署名偽造は明らか

な違法行為と思われますので、選挙管理委員会が

お示しすべきことではなく、司法関係にお問い合

わせくださることが妥当であろうかと考えます。

ご質問の３点目、受任者の届け出手続はどのよ

うにして行われるかとのお尋ねでございますが、

地方自治法施行令第92条第２項で、条例制定又は

、 、改廃請求代表者は 選挙権を有する者に委任して
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署名を収集させることができるとされておりま

す その委任をしたときは 同条第３項により 直。 、 「

ちに受任者の氏名及び委任の年月日を文書をもっ

て当該普通地方公共団体の長及び受任者の属する

市町村の選挙管理委員会に届け出なければならな

い」と規定されております。その届け出をしてい

ただければよろしいかということでございます。

ご質問の４点目、受任していない者を署名受任

者として無断で届け出た場合の効力、無断で署名

受任者として届け出たことについての罰則規定は

あるかとのお尋ねでございますが、裏を返せば、

委任状を交付し、委任していない個人を受任者と

して届け出たということであろうと考えますが、

法は、委任したときは届け出なければならないと

規定しております。委任していないのであれば、

届け出の必要がないものでありますので、必要が

ないものに個人の名前が無断で使われたとすれ

ば、やはり遺憾と言わざるを得ません。

また、その場合の効力はとのお尋ねでございま

すが、委任状の交付もなされていないということ

でありますので、何の効力も発生していないもの

と考えます。

このような行為についての罰則規定はあるかと

のお尋ねでございますが、選挙管理委員会は法令

法規全般を所管している部署ではございませんの

で、他法において委任、受任に関する規定がある

やもしれませんので、お答えは差し控えさせてい

ただきます。

議員におかれましては、法律に精通しておられ

る専門家にご質問いただくことが最良と存じま

す。

ご質問の５点目、選挙管理委員会に受任者本人

が署名活動をしたか否かを調査することができる

か、受任者以外が署名活動した場合の署名の効力

についてのお尋ねでございますが、請求代表者よ

り委任され、受任者となった者が署名収集活動を

行うか否かは受任者の意思に任されております。

このことから、選挙管理委員会におきましては、

受任者が署名収集活動をしたか否かは調査の必要

がないものと考えます。

また、受任者以外が署名活動をし、署名した署

名の効力についてでございますが、本署名は無効

となります。署名活動ができますのは、請求代表

者及び受任者に限られております。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 総務部長。

〇総務部長（齋藤 純） ６番目のお尋ねにお答え

します。

住民投票を実施した場合のその費用はどれくら

いかとのお尋ねでございます。詳細な積算はして

、 。ございませんが 概算で申し上げたいと思います

実施するとなりますと、冬期間の恐らく実施に

なりますので、2,000万円から3,000万円前後かか

るのではないかと思っています。この経費は、実

施した場合、一般財源の持ち出しとなります。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） これで新谷泰造議員の質疑を

終わります。

次に、17番工藤孝夫議員。

（17番 工藤孝夫議員登壇）

〇17番（工藤孝夫） 何点かについてお尋ねいたし

ます。

まず第１点でありますけれども、提案理由の内

容の中の前杉山市政の継承についてということに

ついてまずお尋ねいたします。市長選挙において

前市長の施策を推進する立場で立候補し、当選し

たので、本庁舎移転に関しても基本的に賛同を得

たものとの認識であるという趣旨を述べられてお

ります。しかし、市長選挙での公約は、市民にと

って選択肢の範囲が非常に広いものだというふう

に私は思っております。したがって、市長を選ぶ

選挙と、この庁舎問題の賛否を問う問題とイコー
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ルと言えるのかどうか、この点での整合性も含め

てお尋ねいたします。

２点目であります。直接投票制度についてお聞

きいたします。同じく提案理由で議会出席議員の

３分の２の同意を必要とし、議会で決するので、

投票条例は必要としない趣旨を述べられておりま

す。つまりこのことは、直接請求制度はなじまな

いとする論点からのものであります。現在議会を

含め、いわゆる間接民主主義制度が広く運用され

ているということは申すまでもありません。しか

しながら、この直接請求制度の持つ意味は極めて

重要だと考えております。それは、主権者である

市民にとって民意が正当に反映されていない、あ

るいは民意から離れた方向に行政運営がなされる

おそれがあると市民が判断した場合、その是正を

求めるために地方自治法第74条第１項の規定でこ

の制度を保障しているものです。よって、地方自

治においては、最も最優先されなければならない

、 、問題だと私は考えますが その意味合いにおいて

この直接民主主義制度について市長のご見解をお

示し願いたいと思います。

３点目であります。庁舎移転の再検討の意思に

ついてお尋ねいたします。提案理由の中で費用の

工面、財政再建などの部分で説明不足だったこと

を認めておられます。そのうえで市民の意見、要

望を反映したいと述べております。そこでお尋ね

いたします。市民の声を聞き、行政に反映すると

いうことは、市行政のトップにある者として当然

であるとはいえ、このこと自体は評価できるもの

というふうに考えております。問題なのは、市民

生活にかかわるすべての分野での向上、財政の好

転、こういう点を見きわめたうえでも遅くないの

ではないかという、こうした市民の意見が今後さ

らに大きくなっていったとしても、それでもなお

移転そのものは再検討しない、こういうことの理

解でよろしいのかどうか、この３点をまずお聞き

いたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 工藤孝夫議員のご質疑にお

答えをいたします。

まず１点目の市長選挙の公約の部分と、そして

住民投票、この兼ね合いの問題でございますけれ

ども、私といたしましては、基本的に提案理由の

中でも述べさせていただいておりますが、基本的

に前市長の施策を推進する立場で市長選挙に立候

補して、そして信任を得たものと、このように理

解をしております。例えば中間貯蔵の問題、そし

て庁舎移転の問題、これは市の広報には掲載はた

しかしていなかったように記憶しております、こ

。 、 、の２点 しかしながら 私はこの２点については

個人演説会、また街頭、そして報道でもご承知だ

と思いますけれども、その部分についてはしっか

りと継続をし、完成をしていくというふうな強い

立場で訴えをさせていただいたところであります

ので、ご理解をしていただきたいと思います。

さらに、直接制度、この問題につきまして、住

民投票の考え方でございますけれども、私は住民

投票の部分、これは民意を問う一方法といたしま

しては、決して住民投票を否定するものではあり

ません。しかしながら、これまでの議会の経緯だ

とか、私の市長選挙、さらに議員各位の選挙、こ

れらの経過、経緯を考えますと、今後は新庁舎の

あり方について、その意を配っていくことが私は

第一義であろうと思いますし、決して住民投票を

真っ向から否定するものでありませんけれども、

この住民投票を行うということは、市民の代表で

ある議会、議員各位のこの立場と非常に矛盾する

部分も私は多く含んでいるのではないかなと、こ

ういうふうな私は観点に立っているところであり

ます。

庁舎移転について再検討しないのかと。再検討

はいたしません。しかしながら、市民の皆様方の
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声をより多く庁舎に反映させるべく、今設計が進

んでおりますけれども、今後よりわかりやすい説

明会を開催して、皆様方のご意見を集約した立派

な建物にしていきたいと。アンケートの結果、こ

れらも踏まえまして、さまざまなご意見が私のと

ころに届いているわけでございますので、この部

分においては、その声を大きく、重く受けとめ、

市民の皆様方が満足できるような庁舎に向けて検

討を重ねていって、立派な完成を見たいと、この

ような思いでございます。

〇議長（村中徹也） 17番。

〇17番（工藤孝夫） まず、再検討はしないという

ご答弁でございました。そのうえで立派な建物を

市民からいろんな意見を聞いて今後考えていくの

だと、かいつまんで言えば、こういう答弁だった

。 、 、 、と思います しかし 市長 今問われているのは

どういう建物をつくったらいいのかということで

はなくて、この庁舎の移転そのもの、このことが

主題となって問われている。このことは、事実の

問題であります。ですから、まずこの再検討をし

ないということになれば、移転先にありきだとい

う市民からの批判は免れない。これは、ずばり言

っておきたいと思います。

私は、さきの合併をめぐる問題でも、いろいろ

思い出しております。やっぱりバラ色の行政があ

るというふうにさんざん言われましたけれども、

、 、ご承知のように 現在どうなっているかといえば

賛成の先頭に立った人たちでも、失敗した、よく

なかったということで悔やんでいるというのが実

態としてあるわけですから、禍根を残さないため

にも、住民投票によって、この問題を見るという

ことが一番すっきりするのではないかと、私はこ

う思いますけれども、この点について再度ご見解

を求めます。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 庁舎移転そのもの、移転あ

りきということで進めているのではないかという

ふうな趣旨にお聞きいたしました。これは、やは

りこれまでの経緯経過を私は尊重していきたい

と、このように思うところであります。もう既に

設計の段階で、これは御議決を賜りまして、設計

の段階に入っております。その設計の中に、いか

に市民の声を多く取り入れていくのかと。アンケ

ートの結果を見ますと、例えば道の駅的なもの、

そういうふうなものも多うございます。さらに、

子供たちが遊べるような場所、これが非常に多く

見られました。そういう部分をこれからその設計

の中に組み入れていって、そして市民の集える場

、 。 、所 そういう場所にしていきたい しかしながら

その前提となるものは、これまで前市長もるるご

説明いたしましたし、私も説明をさせていただき

ましたけれども、果たして現庁舎でいいのかとい

、 、 、う部分 ああいう狭い場所 窓口が分散している

駐車場も狭い、そして耐震性の問題もあると。そ

ういうもろもろのことを考えれば、やはり庁舎移

転というふうなことで御議決を賜った部分もあり

ますので、私はそれに従って、そして皆さんのご

意見を聞きながら推進をしていきたいと、こうい

うふうに思います。

また、合併の問題についてお話ございました。

議長からおしかりを受けるかもわかりませんけれ

ども、合併して悪かったというふうな声、あるの

も事実でございます。そのために私は、広報広聴

機能をより高めていって、この対応方をこれから

していかなければいけない、こういうふうな思い

で今進んでいるところであります。つまり広報広

聴機能を高めるということは、庁舎のあり方につ

いても広報広聴機能を高めていくのだと、その決

意でございます。

〇議長（村中徹也） これで工藤孝夫議員の質疑を

終わります。

次に、２番澤藤一雄議員。
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（２番 澤藤一雄議員登壇）

〇２番（澤藤一雄） 先ほどの請求代表者の発言の

中に、民意に反して市長と議会が庁舎移転を決め

るのは承服できない旨の陳述がありましたが、私

は旧大畑町の合併前に住民投票条例の制定の請求

があった際、完全にその民意を無視して丸投げ合

併をしたご本人が陳述をされたことに対しては、

笑止千万と思います。

さて、本題に入りますが、この事業の出始めか

ら前市長といろいろ議論をさせていただきまし

て、いろんな問題がありました。財政の問題、あ

るいは庁舎が狭隘である旨の問題、そして位置の

問題、耐震性の問題。そして一度否決して再提案

をして、その後可決して購入というふうな今まで

の経緯をたどったわけでございますが、何といっ

ても最大の理由が耐震性、震度５で倒壊するおそ

れがあるということが盛んに強調されておりまし

て、この件について私ちょっとお尋ねしたいので

すが、私はこの問題が持ち上がる前に、中心市街

地の再生の問題で前市長と議論させていただきま

した。もう古い庁舎ですから、旧田名部駅前が随

分商店街が疲弊している。私は、あの地域に、旧

駅前地域に古くなった庁舎を移転すれば、あそこ

は間違いなく活性化しますよ市長、という質疑を

させてもらった経緯があります。そのときに、耐

震性が震度５で倒壊するおそれがあるという答弁

はなかったのです。いつ、震度５で倒壊するとい

う話になったのでしょうか。とてもその当時緊急

性があるというような答弁はなかったはずです。

本当に緊急性があったとすれば、これは杉山前市

長とも議論しましたが、当然長期計画の中に市役

所の移転、用地の選定、積立金、そうしたもろも

ろの準備があってしかるべきなのです。そして、

途中でいい物件が出てきたから、計画の途中だけ

れどもやりましょうというのだったらわかるので

す。先ほどの議論の中にも、移転ありきなのかと

いう議論がございましたけれども、どうもそのに

おいがしてならないとずっと思っておりまして、

市民の皆さんも、これは感じております。ですか

ら、杉山市政を継承した宮下市長がこの件につい

てどのようにお考えなのか、お尋ねします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 耐震性の問題は、私が記憶

しているところでも、当時議長のときにお話を聞

いた記憶もございます。たしか昭和57年という今

ペーパーが来ましたけれども。そういうことで、

そのやりとりの中でお話を伺っているというふう

に私は今記憶を呼び戻しつつ、この場所ではない

立場でお話を伺ったように記憶をしているところ

であります。

さらに、杉山市政の継承ということでございま

すけれども、やはりその部分では先ほどもちょっ

と工藤孝夫議員への答弁の中でもお話をさせてい

ただきました。公報の中にはその部分は触れてお

りませんけれども、もっともっと私はキャッチコ

ピーとして７つの大きな政策を述べさせていただ

いて、そしてやはり公約、またそのビジョンとい

うものは、大きな夢を与えることもまた公約ビジ

ョンの示し方であると私は認識しております。し

かしながら、それだけではやはり足りない。その

部分においては、街頭演説もくまなくやったつも

りでございますし、個人演説会、さらに報道等を

通じて私は中間貯蔵と庁舎移転については継続を

し、しっかりと完成をさせていくという立場でご

信任を得たものだと、このように理解を今してお

ります。

答弁になったのかどうか、ちょっとあれなので

すけれども、そういうふうなことでございます。

ご理解いただければと思います。

〇議長（村中徹也） ２番。

〇２番（澤藤一雄） ですから、私が申し上げるの

は、むつ市として本当に庁舎が危ないのだと、そ



- 150 -

してそこに入っている職員の生命が、あるいは市

役所に来たお客さんの方の、市民の方々の生命が

危ないのだということを強調されるのであれば、

どうしてその長期計画がなかったのか、非常に不

思議です。今一番大きな庁舎移転の理由が、この

危険だ、危険だということなのです。これは、や

っぱり市民の皆さんも聞いておられるわけですか

ら、もう少し市民の皆さんが納得するようなご答

弁をお願いします。

〇議長（村中徹也） 副市長。

〇副市長（田頭 肇） 澤藤議員ご承知のとおり、

この庁舎移転のきっかけは、平成18年２月の新聞

報道、市長にぶら下がりの記者の報道がきっかけ

になっております。その後市といたしましては、

前市長が具体的に庁議の場において、この物件は

民間の活用ということが望めないような状態なの

で、庁舎として使用したいということを庁議に諮

っております。その段階で庁議の場においても、

、 、庁舎の危険性 それから老朽化に伴っての手狭性

駐車場の問題、そういったことを踏まえまして庁

議決定をし、政策として移転を促進するというこ

とをまず内部で決めております。それをもって平

成18年７月の全員協議会に初めてその移転につい

て議員の皆さんのご意見を聴した経緯がございま

す。その段階で、杉山前市長からは、まず第一義

に移転を目指す理由というのは、現庁舎の耐震強

度の低下だと、それから合併で職員数がふえてき

たことによるスペースの狭隘化もあると。分散で

市民サービスの低下を来していると、こういうこ

とを申し上げております。

内部の政策をそのまま申し上げたつもりでござ

いますので、今澤藤議員おっしゃった、どの時点

でということでは、まず庁議、そして全員協議会

の場で述べたことがそのままずっと議会に対する

説明として基本的な前市長のスタンスだったと記

憶いたしております。

〇議長（村中徹也） これで澤藤一雄議員の質疑を

終わります。

次に、11番菊池広志議員。

（11番 菊池広志議員登壇）

〇11番（菊池広志） 議案第103号 むつ市本庁舎

の位置の変更についての賛否を問う住民投票条例

につきまして、若干お尋ねさせていただきたいと

思います。

先ほど前段に立ちました皆さんから質疑があっ

たわけでございますので、私この住民投票にかか

わる経費ということに関しましては、2,000万円

から3,000万円と、また実施は冬になるらしいと

いうことで、現庁舎の耐震強度はどの程度かとい

うようなことは十分わかったわけでございます

が、ただ一つ、この震度５以上、また震度５クラ

スというようなことも発言があったわけでござい

ます。これは、専門家の方がきちっと出したもの

ではないかなと考えておるわけですけれども、そ

の方はどういう立場にある専門の方かということ

をまず１点目お聞かせいただきたいというように

思います。

また、以前庁舎移転にかかわる委員会がござい

まして、委員会から発表がありました平面図案に

ついては、私も拝見したわけでございますが、や

はりその後の全体図、また青写真等があるのであ

れば、拝見させていただけるのであれば拝見させ

ていただきたいというように考えております。

また、住民の方々に、このたびの住民投票請求

に当たり、やはり正確に現在の財政状況、また多

方面にわたった説明をしなければならないと思う

のでありますが、私ども議員並みの情報を果たし

て市民の方々へ伝えられるのかどうかということ

もお聞きしたいなというように思います。

また、若干これは外れるかもしれませんが、財

政安定を図る電源立地地域対策交付金についてお

聞きをいたしたいと思います。聞くところにより
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ますと、以前計画されてあった交付金が予定より

も少なく交付されていると聞きましたが、私は財

政とこの庁舎移転は表裏一体のものと考えます

が、市長はこのことについてはどのようなお考え

を持っているのかお聞かせいただきたいというよ

うに思います。

次に、先ほどの議員からも出ましたが、間接民

主主義、いわゆる議会においての賛否であれば、

３分の２の賛成を得られなければ移転は不可能と

なるわけでありますが、住民投票の場合の賛否は

どのような形となるのかということをお聞かせい

ただきたいなというように思います。

例えば、議員であれば３分の２の賛成があれば

、 。可能であると また３分の２なければ不可能だと

、 、ただし 住民投票の場合は２分の１以上なものか

その点についてお聞かせいただきたいと思いま

す。

最後に、庁舎移転については、やはりさまざま

な角度から視点を置きながら、あらゆる資料を見

聞し、疑問があれば問いただし、そして十分な理

解をもって移転の是非を決定しなければならない

ものと考えております。市長において、この住民

投票の実行の中で、市民が果たして十分な理解の

中で行われるものかどうか、このことについて市

。 、長はどのようなお考えを持っているか この点は

先ほどと重複するやもしれませんが、以上お聞か

せいただきたいと思います。よろしくお願いいた

します。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 菊池広志議員にお答えいた

します。

担当から説明させるところもありますので、私

からまず答弁を申し上げまして、答弁漏れ等々が

ありましたら、また担当からあわせて答弁をさせ

ます。

平面図、青写真があるのかどうかということで

ございますけれども、現在庁内のさまざまな部に

おいて、その協議を積み重ね、庁内の会議の中で

今平面図をよりよいものに仕上げつつあります。

、 、そして それが設計のほうの段階でできましたら

来年の２月にでもまた再度住民説明会を開き、よ

りわかりやすいビジュアルな形で、例えば市民の

方が庁舎に来たらこういう形で流れていきますよ

というふうなバーチャル空間と申しますか、そう

いう形の中でお示しができるものだと、こういう

ふうに今担当のほうには指示を出しております。

さらに、財政状況の説明というお尋ねでござい

ましたけれども、本定例会で平成18年度の決算を

ご認定いただいた後に、やはりこの住民説明会と

とともに実施できるのかどうか、ちょっとまだそ

こは確定できないのですけれども、出前講座的な

形で財政状況のお知らせの場面、これはよりわか

りやすい形で説明会を開催していきたいというふ

うに考えております。

次に、庁舎移転は財政運営と表裏一体であると

いうふうなことでのご発言でございましたけれど

も、赤字解消計画の中にもこの庁舎移転の件は掲

載されておりまして、十分その部分においては赤

字解消計画が特別のことがない限り平成23年度に

は赤字解消が達成できるという形でございますの

で、その部分において、赤字解消計画をしっかり

と見据えた中でのこの庁舎移転という形、できる

だけ小さな、最少の経費でよりよいサービスがで

きるような庁舎移転ということを今考えていると

ころであります。

仮にこの条例案が可決されて成立された場合と

いうふうな想定のお話でございます。なるべくそ

うしていただきたくないというのが本職の立場で

意見を付したわけでありますけれども、この住民

投票の条例案、本件のものからちょっと離れます

けれども、例えば本当に100対101というふうな形

で、この住民投票の結果が出たと。どちらかが１
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人多かったという場面、非常にそういうときはや

はり行政としては、なるほど人数的には101の部

分をとらなければいけないと思うのですけれど

も、では100の方、これだけの重みのある方の反

対の票、賛成の票、どっちになるかわかりません

けれども、その方々に対する対応の仕方というの

はいかにするべきかということが非常に大きな悩

みになると思います。

かつて橋の論理というのがございまして、こち

ら岸から向こう岸に橋をかけるというときに、

100人の方に聞いたと。90人がこの橋をかけるこ

とに賛成し、10人は反対であるという形で、その

10人の方々の反対の声を尊重して橋をつくらない

という行政手法をとった知事がございました。し

かしながら、それはやはり私は違う立場で今の立

場を進めていきたいと。つまりその部分は、90人

の方々のその橋をつくりなさいということ、その

ために私は橋をつくりたい。しかしながら、10人

の方々の反対ということをできるだけ声を吸い上

げて、その部分においてどのような橋が必要なの

かという形の政治的スタンスをとっていきたい。

その意味からしての住民説明会でもありますし、

アンケート調査であるというふうにご理解をして

いただきたい、このように思います。

答弁漏れ、またその余につきましては、担当の

ほうからお答えさせます。

〇議長（村中徹也） 建設部理事。

〇建設部理事（石田三男） 市長答弁に補足説明さ

せていただきます。

耐震強度を調査された相手方のお尋ねでござい

ますが、これまでの調査と補強工事の経緯もご説

明させていただきたいと思います。

昭和53年に旧建設省建築研究所において耐力度

。 、 、調査を実施いたしております この時点では １

２階とも壁が少ない、補強が必要であるという報

告書になってございます。これを受けまして、昭

和55年、構造を専門とする株式会社泉創建エンジ

ニアリング、こちらの会社の方が昭和53年に、先

ほど申しました旧建設省の指導を受けまして、補

強工事の構造計算を実施いたしております。これ

をもとに昭和56年には、それぞれの柱の補強、壁

の補強も実施してございます。平成７年でござい

ますが、先ほど申し上げました泉創建エンジニア

リングが旧建設省から指導を受けておった経緯も

ございまして、その業者と平成７年に調査を実施

いたしてございます。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 11番。

（ ） 、〇11番 菊池広志 ただいま説明いただいたので

十分わかったわけでございますけれども、ただ一

つ、私が最後に申し上げました、私どもはこうし

て議会の中にいるわけでございます。であります

ので、予算審議も、また決算審査も21日で終わる

わけでございます。ただ、その部分の中にまで我

々は入り込んでこうしてやってきているわけであ

りますので、今の状況というのは大方把握できて

いるわけでございます。その中でこうすべきだ、

ああすべきだというような判断をこれまで間接民

。 、主主義の中でしてきた覚えがあります であれば

今度住民投票するに当たって、その部分まで、私

は先ほど表裏一体と申し上げましたが、やはり住

民の方々、市民の方々は、この庁舎移転に関して

は財政が一番不安であると。北海道の夕張市のよ

うになりたくないのだと、ほかのサービスをもっ

ともっと受けたいし、今のむつ市に住みたいのだ

という思いの中からやっているのであります。で

ありますので、私どもも一生懸命頑張った中でい

ろいろな結論、また決定をしてくるわけでござい

ますけれども、この住民投票に関しましては、た

だこのような状況だよということであって、こう

だよということはまだ見えていないわけでありま

す。そのような説明をする機会を市長は設けてい
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くと思うのですが、我々の知識、また我々の取り

かかってきた状況並みの説明が今の理事者側の中

でできるのかどうか、そこの点もちょっとお聞き

したいのですけれども。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 住民投票条例の説明ではな

くて、財政の状況の説明ということであろうかと

思うのですけれども、それでよろしければ、誤解

がありましたら、もう一回３回目あるかと思いま

すので、お尋ねをいただきたいと思います。私は

広報広聴機能を高めなければいけないと、市民と

市民の声をよく聞くのだという姿勢でございます

ので、それは徹底するのだと。そして、わかりや

すい説明をしようという形で今全庁挙げて指示を

出しているところでありますし、さらに大畑、脇

野沢、川内、この庁舎におきましても、その部分

にはよく対応するようにということで、新年度に

はおでかけ市長室だとか、それから出前講座だと

か、そういうふうな部分で、さまざまな分野にお

いて、各団体からご要望があれば、例えば教育問

題について、我々は聞きたいのだからどうだろう

かというと、教育委員会のほうと協議をして、説

明をしてもらう立場になりますし、さらに財政状

況についてはどうなのと。例えば青年会議所だと

か、ライオンズクラブだとか、さまざまな団体、

町内会しかりでございます。そういう方々のとこ

ろに、私たちが出向いてご説明をするという形を

とっていきたいし、また決算の状況につきまして

も、ご認定をいただいた後にはその形をよく広報

紙、その広報も市政だよりもよりわかりやすくお

知らせをしていくという立場をとっていきたい

と、このように思うところでありますので、ご理

解をいただきたいと思います。

〇議長（村中徹也） これで菊池広志議員の質疑を

終わります。

次に、18番横垣成年議員。

（18番 横垣成年議員登壇）

〇18番（横垣成年） ３点についてお尋ねさせてい

ただきます。私は、住民投票はやるべきだという

立場で質疑をさせていただきます。

まず第１点目でありますが、先ほどの工藤孝夫

議員と同じ内容のお尋ねでもありますが、市長は

市長選挙に出た際に、公報でこの庁舎移転につい

ては一切触れていないということで、そして選挙

に勝ったからといって、個々の施策を市民は、す

べて委任したというふうに市長は考えているので

しょうかというのを聞きたいと思います。

それにちょっと関連して言いたいのであります

が、一応工藤孝夫議員には、公報には載せないけ

れども、それ以外のマイクで、ハンドマイクとか

いろんな新聞等とかに語ったから、それはもう選

挙に勝ったから承認されたというふうな言い方も

されましたが、逆に選挙公報に載せて選挙に勝っ

たからといって、市民は全部その個々の施策につ

いて委任したと言えるのかどうか、そこのところ

を確認させていただきたいと思います。

というのは、私が今注目している国でベネズエ

ラというところがあるのですが、ここのベネズエ

ラでは、今21世紀の社会主義を展望して革命を進

化させるため憲法改正案を提案して国民投票をや

ったのです。このチャベス大統領というのは、社

会主義を目指しますよというのを公約にして大統

領に当選しているのです。だけれども、個々の施

策については国民投票をかけて、だけれども僅差

で否決されたと、こういう例もあるのです。公約

に掲げて大統領に当選しながら、その個々の施策

で憲法を改正しようとしたら、僅差で否決されて

しまったというふうなこともあるのです、市長。

だから、例えばこの公報に市長が庁舎移転を進め

ますと書いて選挙で当選したからといって、市民

がそれですべて市長に委任したというふうに考え

ていいものでしょうか、そこをちょっと最初に確
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認させていただきます。

そして、２点目ですが、市長はこの公報に、こ

れは書いています 「まちづくりの主役は市民」、

だと。第１番目に。やはりこういう立場に立つの

だったら、やはり市民から住民投票をやって決め

てほしいと。もう市民の中でもいろいろもめてい

るのです、やっぱり庁舎移転どうなのだと。私は

反対だ、いや私は賛成だと。だから、そういう決

するのは、まちづくりの主役は市民というのであ

れば、やっぱり住民投票できっぱりと結論を出す

べきだというふうに思います。これこそ公約をし

ているわけですから。主役は市民だというのであ

れば、市民に意見を聞くだけではなくて、やっぱ

り判断を市民にしてもらう。こういう立場がまち

づくりの主役は市民という立場でないでしょう

か。それを２点目として、お聞きしたいと思いま

す。

３点目ですが、これは木下請求代表者も言って

おりますが、合併時に本庁舎は今のところだと、

現在地というふうにして、いろんな議論の中で決

められた。やっぱりそういう経過というのは、や

はり大変意味のあるものだと私は思っておりま

す。これまで市長は、今の庁舎については、今ま

での経緯を尊重するという言い方をされておりま

すが、やっぱりこの合併の協議で決定されたこと

も今までの経過に入ると思うのです。やっぱりこ

ういう経過、これまでの経過を尊重するのであれ

ば、合併で現在地と決定されたという経過もやは

り尊重するべきではないかと思いますが、以上、

３点よろしくお願いします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 庁舎移転を市長選挙で委任

を受けたのかというお尋ねかと思います。私は、

新たな未来へ挑戦しましょうということで７つの

公約、これを述べました。しかし、７つが７つす

べての方々からご支持をいただいて当選したもの

だと思いたいのですけれども、そうでない方もあ

ろうかと思います。ですから、この７つの中でど

の部分に賛同を得たのかということは私は知り得

ませんけれども、当選をしたからには、この７つ

の公約をしっかりと果たしていくのが私の立場で

あると。そして、では庁舎移転と中間貯蔵のこと

は何も書いていないというご指摘がございました

けれども、この部分については公報には掲載はし

ておりません。しかしながら、私は報道の中でも

しっかりと庁舎移転、当時７月の15日の選挙前１

週間、それからさかのぼることそれから２週間程

度、その間、庁舎移転が大きな争点であるという

ことは横垣議員も報道等を通じてご理解をしてい

た方ではないかなと。その中で私はこのような市

長職という大役を仰せつかったという理解をして

おりますので、中間貯蔵はもとより、庁舎移転に

ついてもしっかりと取り組んでいくということを

当選後の記者会見の中でも話をさせていただきま

した。また、初登庁後の市長記者会見、この中で

も私は言明をしたところであります。

ベネズエラのことは、私はよくわかりません。

それから 「まちづくりの主役は市民」である、

という、これもまた市長選挙の公約、大きな私の

柱でございます。しかしながら、まちづくりの主

役は市民でありますけれども、市民の皆さん方の

代表がこの議会を構成している議員各位でござい

ます。その議員各位に庁舎移転については３分の

２という、特別多数決という非常に大きな重みの

中でこれからご判断を私が仰いでいくのだと。そ

のためには、より説明を重ねていき、また市民の

方々にもより説明を深くしていくという立場でご

ざいます。その中で、やはりこのような形で議員

各位に議会の中でさまざまな情報をお知らせし、

財政状況もお知らせし、そして庁舎のあり方もお

知らせをしていく中で判断をしていただくという

立場をとっていきたいと、このように思うところ
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であります。

３つ目、合併の際の庁舎の位置、これについて

は、４市町村の中でどこを庁舎の位置とするのか

という、その判断が求められ、決められたという

ふうに私は解釈をしております。そして、現むつ

市庁舎が適地であるということで決定をした。そ

の後に合併をしてから、先ほど副市長のほうから

ご説明いたしましたけれども、さまざまな経緯の

中で、あの旧アークスプラザの土地、建物、この

部分が庁舎用地、建物として御議決を賜ってこの

経緯になったということは、横垣議員は既に市民

各位よりも多くの情報を得て判断ができるもの

と、このように私は解釈をしております。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） これから議員が３分の２の議

決で庁舎については議論するということをおっし

ゃいましたが、こういう立場こそ議会が主役とい

う立場ではないのですか。市長が言うこの「まち

づくりの主役は市民」という、この市民がやっぱ

りこの決定に当たって出てこないのです、市長。

これはやっぱり公約違反ではないですか。市民の

方からでも、今住民投票をやって、市民で決めて

ほしいと、そういうふうに言っているのに、議会

で３分の２の議決を経て決めるから、それでいい

のだという、これは議会主役でないですか。そこ

をちょっとしっかり説明してもらいたいし、また

ホームページとか庁舎移転計画を見ると、来年３

月で予算を議決してもらって、あと６月にそれこ

そ庁舎の位置のための議会の３分の２の議決を得

たいというふうなスケジュールになっていますけ

れども、これはこの調子でこのとおり決めていく

ものですか。先ほど来年２月に若干説明するとか

と言いましたけれども、その部分だけで市民がこ

の庁舎にかかわって出てくる場面は、この２月で

終わりなのでしょうか。そこで説明を受けて３月

で予算決定してもらって、もう６月で位置変更の

議案を出すという、こういう形で決めるのであれ

ば、私はやっぱり市民が主役、主役は市民、こう

いう形にはならない、やはり公約違反としか言い

ようがないのでありますが、ちょっとそこをもう

少しわかるように説明してもらいたいです。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） まちづくりの主役は議会で

あるというふうな、ご判断をなさったように聞き

取りましたけれども、私は決してそうは思いませ

ん。まちづくりの主役は市民であると。その市民

の代表の方々が議会議員であると。そして、この

議会の中で最高決定をしていただくという立場で

ありますので、それでご理解ができるのではない

かなと、こういうふうに思います。

さらに、むつ市本庁舎移転基本計画の中には、

今後の予定の中でホームページ等々のお話があり

まして、３月、６月というふうな、今アウトライ

ンが横垣議員のほうからお尋ねがありましたけれ

ども、決して私はその部分にこだわってはいませ

んということは、これまでの就任以来のご説明の

中で徹底してきたつもりでございます。やはりさ

まざまな声を聞いていくのだという姿勢は崩しま

せん。

以上です。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） 今の市長の答えは、やはり議

会が主役としか言いようがありません。市民の代

表が決めるのだから、それで市民が主役という、

そういう形の市政運営になると考えるのであるな

ら、やっぱり今のこの住民投票という制度、直接

請求制度いうのは要らないということになるので

す、そういう判断であれば。先ほど私の前の議員

にも直接民主主義、それは否定はしませんと言っ

ていながら、こういうふうに住民投票やってほし

いという声については、住民の、市民の代表であ

る議会が決めるから、それで市民が主役というの
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、 。 、は それで達成されるのだと こういう答弁では

先ほどの言い方と矛盾しますよ、市長。

それと、３回目で、これで最後なのであります

けれども、本当に「まちづくりの主役は市民」と

いうのであれば、市長にちょっと勉強してもらい

たいのが、今岩国市で基地増強どうかという、こ

こも住民投票最近やったところでありますけれど

、 。も この井原市長は大変今いい対応をしています

それこそこの市長が対応するようなことをやるこ

と自体がやっぱり市民が主役という立場ではない

かなというふうに思っております。この井原市長

さんは、今岩国市民は住民投票を契機に既存の政

治に任せられない、みずからのまちの未来はみず

から選択するという強い意思を示したと。私たち

は、豊かで安心して本当に平和に暮らせる平穏な

生活を望んでいる、そのためには一人一人が自由

に生き方を決め、まちの未来を選択できる真の民

主主義の仕組みが必要ですと。こういうふうなこ

とを、この市長さん、共産党員でないかなと思う

ぐらい、かなり意思の強い、そういう方でありま

すが、やっぱりこういう立場こそが市民が主役と

いうふうな立場の市長だと思います。いかがでし

ょうか。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 岩国市の井原市長さんのお

考えは、井原市長さんのお考えであります。しか

し、私はやはり市民の代表である議会、そしてそ

、 、れを構成する議員さん方のお話を ご質疑を受け

ご意見を伺い、ご提案をいただき、そしてそれが

反映されていって、しっかりとした行政ができて

いくのだと。車の両輪であるという考え方で私は

望んでいきたいと。そして、今ほどお話の中に、

既存の政治に対する不信というふうなお話がござ

いましたけれども、それはまさしくみずから議員

である立場を否定するのではないのかなと、こう

いう感想を抱いたこともあわせてお話をさせてい

ただきたいし、住民投票を私は決して否定をして

いるものでないと。しかしながら、その代表機関

であるその議会が、そのみずからの職責を全うで

きなかったから岩国市のそういうふうな住民投票

になったのではないかなという見方も私はあるの

ではないかなと、そういう思いも今いたしている

ところであります。その意味からして、市民の代

表であります市議会、そして審議会のその審議の

経過を経て設計を今委託し、そしてその形で今進

んでいるわけでございますので、住民投票、すべ

ての住民投票を私は否定するものでありませんけ

れども、この庁舎移転にかかわる住民投票は、本

職としては賛成できないという、あの意見に集約

されている提案理由のことでございますので、ご

、 。理解をいただけるものだと このように思います

以上です。

〇議長（村中徹也） これで横垣成年議員の質疑を

終わります。

以上で議案第103号の質疑を終わります。

お諮りいたします。ただいま議題となっており

ます議案第103号は、会議規則第38条第２項の規

定により、委員会への付託を省略したいと思いま

す。これにご異議ありませんか。

（ 異議なし」の声あり）「

〇議長（村中徹也） ご異議なしと認めます。よっ

て、議案第103号は委員会への付託を省略するこ

とに決定いたしました。

なお 議案第103号に対する討論及び採決は12月、

21日に行いますので、ご了承願います。

◎散会の宣告

〇議長（村中徹也） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

お諮りいたします。明12月19日、20日は議事整

理のため休会したいと思います。これにご異議あ



- 157 -

りませんか。

（ 異議なし」の声あり）「

〇議長（村中徹也） ご異議なしと認めます。よっ

て、明12月19日、20日は議事整理のため休会する

ことに決定いたしました。

なお、12月21日は付託議案審議、報告第26号に

対する質疑、議案第103号に対する討論、採決、

議員提出議案上程、提案理由説明、議案審議、各

常任委員会の所管事務継続審査についてを行いま

す。

本日はこれで散会いたします。

午後 ３時２５分 散会
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